
各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

子ども・子育て支援法において，保護者の就労実態等に応じ，必要な範囲で保育サービスを利用
できるようにするため，「保育標準時間」と「保育短時間」の区分を設けているが，保護者の就労形
態がパートタイムやフルタイムという週又は月の就労時間数だけで保育の必要量を判断すること
は難しく，通勤時間，残業の有無や残業回数，勤務シフトの変更等により，保育所等が設定してい
る基本保育時間に合致するかなど，個別の事情についての判断を行なわなければならない。突発
的に「保育短時間」を超えた場合，それが頻繁に起こり得る可能性の判断を市町村に求められ，
市町村，事業所，保護者にも事務的な負担が生じることになる。
また，保護者側が「保育標準時間」又は「保育短時間」を選択できる仕組みとなっているが，介護
保険制度のように，デイサービスやショートステイなど複数のサービスを組み合わせて利用できる
制度であれば，保護者がサービスの選択を行うのは容易であるが，現状では保育所，幼稚園，認
定こども園等から単一の施設を選択・利用していることから，「保育標準時間」や「保育短時間」の
設定自体が状況に合っておらず，保護者においても解りにくい。
さらに，保護者の選択の幅を狭めるとのことであるが，認定区分による保育料に大きな差がないこ
とから，統一しても大きな問題とはならない。
あわせて，子ども・子育て支援制度の理念に反するとの指摘であるが，認定区分を統一したとして
も，保育サービスを利用できるのは，保護者が就労等により保育を必要とする時間内であるため，
何等理念に反するものではないと考える。

意見なし

内閣府からの第１次回答に対する提案団体からの見解等一覧

管理
番号

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討するこ
と。

現在の保育サービス利用については，介護保険制度のようにデイサービスやショートステイなど，
複数のサービス・事業所を組み合わせて利用する形態にはなっておらず，事業所への入所調整
は市町村が行い，保護者と事業者との間では個別に利用内容等を双方で確認しているため，認
定証の必要性は感じられない。
実際に保育所等を利用する際には，事業所と保護者との間で調整（確認）がなされていることか
ら，保護者の就労状況，登・退園時刻等について把握ができており，認定証がなくても支障が出て
いない。
また，保育の必要量の変更などにより，変更申請が提出された場合に従前の支給認定証を返還
させ，新たな支給認定証を交付することとしているが，大半の保護者は紛失等で返還されていな
いのがほとんどである。
よって，自治体，事業者，保護者の三者ともに，支給認定証の必要性を感じていないため，交付そ
のものが法律上の規定であるために，認定証を廃止することは困難であるならば，各自治体の運
用上，任意交付とすることで三者の事務軽減が図られるものとして提案するものである。
なお，「認定証を交付することで，不正受給が防げる」とのことだが，利用者の状況を把握している
事業所側で概ね就労状況等が確認できるため，変更等を確認した際には，事業所が保護者に対
し，届出を促すなどにより不正受給は考えにくいと考える。

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例

子ども・子育て支援新制度にお
ける支給認定証の交付を，保護
者が希望する場合に限る任意
交付制度に改める。

支給認定証の任意交
付

見解

―

―

見解

子ども・子育て支援新制度における支給認定証は，現在，すべての申請者（保
護者）に交付している。しかし，現場において，保護者が支給認定証を使用する
場面は非常に少ない。例えば，幼稚園を利用する1号認定児は，ほとんどの場
合同じ幼稚園を3年間利用しており，支給認定証を保護者が使う機会はまず無
い。また，2号・3号認定児も，保護者と事業者の関係が密であるために，実情の
把握は自治体より事業者の方が早いなど，支給認定証を保護者に交付する必
要性が極めて低い。
また，子ども・子育て支援法第23条の規定により，支給認定証は支給認定内容
が変更となるたびに回収，交付等が必要である。支給認定の変更の際，保護者
は変更前の支給認定証を返還する必要があるが，その使用頻度の少なさか
ら，保護者が変更前の認定証を紛失している場合も多い。
更に，支給認定の変更の際には，自治体の実態把握と実情でタイムラグが生じ
てしまい，変更後の支給認定証の交付を待たぬまま自治体と事業者側で調整
を行うことになる。結局，追認後に交付となり，ここでも支給認定証の存在する
意味が薄い。
ついては，支給認定証の交付は保護者が必要とする場合は交付するという任
意交付の制度としてほしい。

保育標準時間と保育
短時間の統合

重点事項10

支給認定区分について，保育標
準時間と保育短時間を統合す
る。

9 地方創生推進交付金
事業などの地域再生
法に関連する手続き
を簡略化し、年度当
初からの計画的な事
業実施が可能な制度
とする

<地域再生計画>
○認定計画の変更を随時認め
る等、計画認定を機動的に行う
○社会資本整備総合交付金同
様に、全体事業費に変更のあっ
た場合のみ計画変更を求める、
又は計画終了までを通算して事
業費の２割を超えない限り、途
中年度での変更を求めないこと
とするなど、計画変更を求める
範囲（対象事業費の２割増減）を
弾力化する

<地方創生推進交付金>
○内示時期を可能な限り早める
とともに、内示前の事前着手を
柔軟に認める

<制度全体>
○計画認定・交付決定などに関
して、年度当初からの執行が可
能なスケジュールを早期に示す

【制度の新設】
　地方創生推進交付金を利用した事業の執行には、「地域再生計画の認定また
は変更の認定」と「同交付金の交付決定」が前提とされている。今年度について
は、地方創生推進交付金（非公共分）に係る地域再生計画は６月中旬までの申
請と、９月前半の認定及び交付金の交付決定が予定されていることから、事業
執行は年度後半からとなり、繰越処理も原則として認められていない。
【支障事例】
　計画認定に向けた申請は、５/９/１月の年三回とされているほか、交付金交付
決定前の事前着手は原則として認められない（個別相談を要する）など、年間
の計画的な事業実施に困難が予想される。
　具体的には、来年度以降の計画認定・交付決定について、現時点でスケ
ジュールが示されていないが、次年度事業分について変更認定を要する複数
年度計画や新たに認定を要する新年度開始事業の計画などが、５月の申請・
認定対象となった場合、今年度同様に年度途中からの執行となり、事業を計画
的に実施できない。
　また、対象事業費の２割を超える増減のある場合、計画の変更を要することか
ら、初年度に調査を行い次年度以降実際の事業に取り組む等の再生計画が、
調査結果により概算の計画事業費に変動が生じた場合や、来年度以降の国の
交付金予算の変動によって計画を変更した場合など、そのたびに計画変更の
認定を求める必要がある。

保育標準時間と保育短時間の利用者負担額の差は，月額1,000円程度とあまり
差がなく，保育標準時間と保育短時間を分けることの保護者側のメリットは少な
い。事業者においても，保護者の支給認定の変更が生じるたびに，保育標準時
間／短時間認定状況の把握と対応が必要となるなど，事業者側の負担も大き
い。
また，保育短時間認定と標準時間認定の利用に，明確な区分が無く，短時間就
労のものであっても，例えば，1日の労働時間が5時間であるが，勤務時間が午
後1時から6時までというケースについて，自治体の判断により標準時間認定と
なる場合があるなど，個々の判断を自治体で行うことになり，自治体の担当者
の負担が大きい。
ついては，保育標準時間と保育短時間を統合してもらいたい。

3

【神奈川県】
地方創生推進交付金や地域再生計画などの地域再生法に関連する手続きについて、「今後とも
個別の運用について弾力的な対応をしていく」とされているとともに、平成29年度以降の地方創生
推進交付金については、「年度開始前に交付決定までのスケジュール（申請時期、交付決定時期
等）を示す」とされており評価するが、より一層の手続きの簡略化などについて、さらなる検討を求
める。

2

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。
【全国町村会】
提案団体の意見が反映されるよう積極的に検討してい
ただきたい。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討するこ
と。

2
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内閣府からの第１次回答に対する提案団体からの見解等一覧

管理
番号

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
見解見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

191 地方創生推進交付金
の申請手続きの見直
し

地方創生推進交付金について、
地域の実情に応じた事業執行
が可能となるよう、地方版総合
戦略等を地方再生計画の代替
として申請できるよう、申請手続
きを見直すこと

【現状】
改正地域再生法において、地方創生推進交付金の申請にあたっては、地域再
生計画を作成し、交付金事業を記載した上で、内閣総理大臣の認定を受ける必
要がある。
【支障事例】
地方版総合戦略は、産官学金労言の有識者の意見聴取やパブリックコメントの
実施、議会の議決を経て策定されており、地方再生の認定基準（1号基準：地方
再生計画基本方針に適合するものであること、2号基準：当該地域における地
域再生の実現に相当程度寄与するものであると認められること、3号基準：円滑
かつ確実に実施されると見込まれるものであること）を満たしているものである。
それにも関わらず、地方創生推進交付金の申請にあたっては地域再生計画の
作成が義務付けられていることから、地方にとって二度手間となっている。

　地方版総合戦略は、地域の現状や将来像、計画期間における施策等を記載しており、地域再生
法に基づき、地域再生の目標や事業を定める地域再生計画と同じ趣旨のものである。そのため、
地方創生推進交付金の申請にあたり、地域再生計画を改めて作成する必要はなく、地域再生計
画を地方版総合戦略に替えるべきである。
　また、地方版総合戦略を地域再生計画として内閣総理大臣認定を受ける必要性は認めるが、地
方版総合戦略は、5年間の基本的方向等を示すものであり、改訂することはほとんどなく、内閣府
や関係省庁の協議の必要性は少ない。
　なお、現状どおり、地域再生計画への詳細な内容の記載を必須とするのであれば、地域再生計
画と事業実施計画を1本化することについても検討いただきたい。

【神奈川県】
地方創生推進交付金について、法に基づく財政支援であることから、一定の提出資料が必要とな
ることは理解するが、地域再生計画や交付金実施計画を作成すること自体が過度な負担とならな
いように、引き続き事務の簡素化の検討を求める。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

192 地方創生推進交付金
の先駆タイプについ
て、地方自治体が単
独で交付申請できる
よう要件の緩和

地方創生推進交付金について、
地域の実情に応じた事業執行
が可能となるよう、地方自治体
単独で実施する事業について先
駆タイプとして認めるよう要件を
緩和すること

【現状】
「地方創生推進交付金に関するQ&A」（平成28年５月27日事務連絡）で、先駆タ
イプの申請においては、生涯活用のまち、コンパクトシティ等の事業以外は、一
つの地方公共団体が単独で申請交付申請を行うものではないとされた。
【支障事例】
当初、地方創生推進交付金の「先駆タイプ」について、地方自治体の単独事業
では申請できないとされていなかったが、平成28年５月27日に発出された「地方
創生推進交付金に関するQ&A」において、「先駆タイプ」は広域連携事業（複数
の地方公共団体がそれぞれ予算計上を行い、共同で交付申請を行うもの）に原
則限定されたため、地方の創意を発揮した事業が実施できない。

　地方創生推進交付金は、地方版総合戦略に基づく事業を着実に実施するためのものという趣旨
を踏まえ、要件や制約は極力排除していただきたい。
　したがって、先駆タイプについて、申請要件を緩和していただいたことに加え、さらに、地方自治
体単独の事業でも先駆タイプとして認めていただくようお願いしたい。

－ 【全国市長会】
関係府からの回答が「提案どおり要件を緩和した」と
なっているが、改正内容の周知を徹底すべきである。

保育標準時間及び保育短時間について
従来の保育制度では，保育は，保護者が必要とする範囲で利用する意識が定着していたが，子ど
も・子育て支援新制度では，保育標準時間及び保育短時間の区分により，時間（保育必要量）に
対する対価（保育料）の概念が生じ，保育を利用する権利の意識が助長され，保育現場では，公
平性の確保のため登降園の時間を厳格に管理するなど新たな負担が発生している。
保育必要量の区分の統一は，保護者や保育士の負担軽減と合わせ，必要な範囲で保育を利用
する意識を復活させる効果も期待され，また，従来どおり保育の必要性に応じて8時間（保育短時
間）の利用ができるため，保育サービスの選択肢に影響はない。
なお，自治体向けFAQ第13版（p.10-№21）で示されているように，1か月の就労時間が120時間未
満であっても，適切な判断のもと保育標準時間の利用が可能であることからも，保育必要量の区
分の統一に支障はないと考えられ，再度の検討を求めるものである。
支給認定証について
教育・保育の実施には，子どもや家庭に関する情報が必要であり，現実的には，支給認定証の提
示のみで教育・保育を利用することは困難である。
不正受給については，日々登園する子どもや送迎する保護者の確認で防止が可能であり，認定
区分等に係る情報確認は，保護者においては入所承諾通知や保育料納入通知で可能であり，施
設においては，利用調整の過程で別途把握しており，支給認定証の機能は限定的である。
一方，認定区分や保育必要量等の変更，支給認定の取消し等の手続時には保護者に支給認定
証の返還を求める必要があり，保護者や施設の負担となっていることから，再度の検討を求める
ものである。

12 子ども・子育て支援法第20条に規定する支給認定では，保護者の求職，就労，
転職，出産及び育休などの家庭状況等の変動により，支給認定変更手続が必
要となり，また保育を必要とする事由により，保育必要量（保育標準時間，保育
短時間）が変動し，利用者負担額（保育料）も連動して変更となる。
子育て世帯は家庭状況等の変動が多く，高知市では支給認定子ども約11,000
人に対し，平成27年度の支給認定変更等に係る処理件数が１万件を超えてお
り，保護者や保育士がその処理に膨大な時間を費やすことになり，新たな負担
となっている。

子ども・子育て支援法（以下「法」
という。）第20条第3項に規定す
る保育必要量の区分（保育標準
時間，保育短時間）を廃止し，保
育の利用は，保育標準時間のう
ち保育を必要とする範囲での利
用とする。併せて，法第20条第4
項に規定する支給認定証を廃
止する。

子ども・子育て支援法
による支給認定手続
の簡素化

重点事項10

― 【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討するこ
と。
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全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

23 認定こども園法が定
める公私連携幼保連
携型認定こども園の
運営主体の拡大

認定こども園法第34条第1項に
より、学校法人及び社会福祉法
人に限られている公私連携幼保
連携型認定こども園の運営主体
に、地方独立行政法人を加え
る。

【制度改正の経緯】
町では、平成28年度から公立の幼保連携型認定こども園の運営を開始した。公
立ということで信頼性・安定性の面において、利用者から高い評価を受けている
ものの、個々の特性に応じたきめ細やかなサービスの提供、信頼性・安定性を
担保しつつ民間の活力やノウハウを活かすかが課題となっている。
【支障事例】
公立園のため、定員管理の関係上、園の職員における臨時職員の割合が増加
している。臨時職員は雇用環境が不安定であることを理由に、今年度の保育士
等の募集では必要数の半分程度の人員しか確保ができず、人材確保に支障を
きたしている。また、正規職員と臨時職員では、職務内容と求められる成果は同
じにもかかわらず、賃金等の待遇に差があるため、職員の意欲低下を招くこと
になりかねない状況にある。

現行の地方独立行政法人法第21条第４号により、地方独立行政法人が広汎に社会福祉事業を
経営することが認められているものと認識している。
その上で、貴府省の回答によれば、「民間法人に子ども・子育て支援に関する中核的な役割を担
う幼保連携型認定こども園を運営してもらうこと等を期待して」運営主体を民間法人（学校法人、社
会福祉法人）に限定しているとのことであるが、提案の背景として、当町では民間法人が希少であ
ることにより、支障が生じているという状況がある。
「市町村と民間法人とが協定を結ぶことによって、市町村がその運営に一定の責任を果たす」とあ
るが、地方独立行政法人であっても、業務方法書の認可権限や人事管理権を行使することによ
り、運営に対して一定の責任を果たすことも可能であると考える。
その上で、改めて公私連携幼保連携型認定こども園の運営主体に地方独立行政法人を追加する
ことについて検討いただきたい。
また、民間法人（学校法人、社会福祉法人）に限定している趣旨についても、具体的に御説明をい
ただきたい。

― ―

24 地方独立行政法人法
施行令が定める公共
的な施設の範囲の拡
大

地方独立行政法人法施行令第4
条が規定する公共的な施設の
範囲にこども園を加える。

管理番号23に同じ 管理番号23で述べたとおり、当町においては、民間法人が希少であることにより、支障が生じてい
るという状況がある。学校かつ児童福祉施設の双方の機能を持つ幼保連携型認定こども園を安
定的・継続的に運営できる体制整備等様々な観点から、引き続き御検討いただくとともに、安定
的・継続的に運営できる体制整備等様々な観点のうち、具体的にどのような観点で地方独立行政
法人が不適当なのかお示しいただきたい。

― ―

27 認定こども園及び保
育所の認可権限の移
譲

都道府県知事等が有する認定こ
ども園及び保育所の認可権限を
市町村に移譲すべき。

【現状】
幼保連携型認定こども園及び保育所については、都道府県、指定都市及び中
核市（以下「指定都市等」という。）に認可権限があるが、それ以外の認定こども
園の認可権限については都道府県に存置されている。
また、指定都市等が認可を行う場合には、区域を越えた広域調整の必要性か
ら、都道府県に協議を行っている。
一方、平成２７年４月からの子ども･子育て支援新制度において、就学前の教
育･保育に関する実施主体は市町村と位置づけられ、市町村は、１９人以下の
児童を保育する小規模保育事業を含む地域型保育事業の認可等、就学前の
教育･保育に関し一体的・包括的な施策を実施している。
【支障事例】
A市からの補助を受け認定こども園を整備したＢ法人は、設計・工事監理の各
段階で、Ａ市及び認可権限を持つ本県と二重に調整を行う必要が生じた。
【制度改正の必要性】
指定都市等への権限移譲は一定程度進んでいるものの、地域の実情に通じる
市町村が就学前の教育・保育環境の整備を一体的・包括的に進めることができ
るよう、認定こども園等に係る認可権限の市町村への権限移譲を更に進める必
要がある。
そこで、区域を超えた広域調整を担保するため、都道府県への協議を附加した
上で、地域型保育事業同様、認定こども園等の認可権限を市町村に移譲すべ
きである。
広域調整の必要性は認めるが、それのみをもって都道府県が認可権限を持つ
明確な理由とはならず、指定都市等の例にあるように都道府県への協議をもっ
て広域調整は十分に機能するものと考える。

　地域の実情に通じた教育･保育の実施主体である市町村が認定権限を持つことが合理的である
ことから、希望する市町村のみならず、全ての市町村に権限委譲すべきである。

－ 【全国知事会】
幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の設置に
ついては、これまでの指定都市市長会の提案を踏ま
え、指定都市へ権限移譲すべきである。
それ以外の市町村については、市町村の希望等を踏
まえ、事務処理特例によって移譲することとし、全国的
に移譲の実績が上がった段階で法律上の都道府県と
市町村の役割分担を見直すこととすべき。
保育所の設置については、市町村立は都道府県への
届出、民間立は都道府県の認可であり、また、保育所
への指導監督については、国の定める最低基準に基
づき、都道府県が報告、立ち入り、検査等の権限を持
つが、公立・民間立を問わず、市町村が地域の待機児
童数や今後の保育需要等を踏まえ計画的に整備して
いることからも、住民に身近な市町村において総合的、
主体的な保育施策の展開が可能となるよう、保育所の
設置に関する基準設定の権限とともに保育所の設置
認可・指導監督権限を市町村に移譲すべき。

【全国市長会】
手挙げ方式も含めた検討を求める。

142 「幼保連携型」以外の
認定こども園に係る
「認定」権限の都道府
県から指定都市・中
核市への移譲

「幼保連携型」以外の認定こども
園に係る「認定」権限を都道府
県から指定都市・中核市へ移譲
することを求める。

【背景】
「幼保連携型」認定こども園の「認可」権限は中核市に付与されているが，他の
類型の認定こども園（「幼稚園型」，「保育所型」及び「地方裁量型」）に係る「認
定」権限は，都道府県に存置されている。
一方，施設型給付費の支給に係る施設としての「確認」の権限は，いずれの類
型においても市町村が有している。
【支障事例】
このことにより，中核市の域内に「幼保連携型」以外の認定こども園を設置する
事業者は，都道府県と中核市の両方で手続きをとる必要があり，煩雑である。
また，中核市は，「幼保連携型」以外の認定こども園の開設までのスケジュール
管理ができず，例えば，年度の終盤に翌年度４月の開設が決まった施設につい
ては，市民への周知期間を十分に確保することができないことから，市民の選
択の幅を狭めてしまうなど，適切な教育・保育サービスの提供に支障が生じて
いる。
また，「子ども・子育て支援新制度」が施行され，市町村は，法定計画として「市
町村子ども・子育て支援事業計画」を平成26年度末に策定し，制度の実施主体
として，地域における教育・保育ニーズに応じた供給体制の確保に取り組んで
いるところであり，確保策の一つとして，認定こども園への移行について積極的
に働きかけているが，中核市には「幼保連携型」以外の認定こども園の認定権
限がないため，認定申請手続きを進めていく中で，最終的な認定の可否等につ
いては確実な判断を示すことができないことがあるなど，地域の実情に応じた確
保策を進めていくには，限界があるほか，事業者の利用定員の設定に対し，直
接意見を述べることができないなど，計画的な供給体制の確保に支障が生じて
いる。

事務処理特例制度により指定都市等が個別に権限移譲を受けることは可能であるが，全国的に
待機児童の解消が喫緊の課題となっている中，窓口の一本化による事業者の負担軽減などが認
定こども園への移行の後押しとなり，保育の受け皿確保へと繋がることから，法令により中核市を
含め，一律に権限移譲されるよう検討していただきたい。

【神奈川県】
幼保連携型認定こども園の認可権限については指定都市及び中核市に移譲されており、移行に
係る事業者からの相談対応等を効率化するため、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園
の認定権限も指定都市及び中核市に移譲すべきである。

【全国知事会】
これまでの指定都市市長会の提案を踏まえ、指定都市
へ権限移譲すべきである。
それ以外の市町村については、市町村の希望等を踏
まえ、事務処理特例によって移譲することとし、全国的
に移譲の実績が上がった段階で法律上の都道府県と
市町村の役割分担を見直すこととすべき。

【全国市長会】
指定都市への移譲については、十分に検討すること。
中核市への移譲については、手挙げ方式も含めた検
討を求める。

○保護者の就労の実態については、フルタイムやパートタイムなど様々であり、また、就労時間帯
も早朝や日中、夜間など多岐にわたっている。
「保育短時間認定」の８時間の時間帯設定は、市町村が行うこととされており、本市では午前９時
から午後５時までとしている。
例えば就労時間帯が午前８時から午前１２時までの４時間の場合は「保育標準時間認定」となり、
就労時間帯が午前１０時から午後４時までの６時間の場合は「保育短時間認定」となり、保育の利
用時間数と認定区分が逆転し、逆転することで保護者間の不公平感が生じる。
また、保育料の設定についても、両区分間で３時間の差があるものの保育料月額に、ほぼ差がな
いことも保護者の不公平感を増長している。
○回答の内容は、「上記区分を統一することは保護者にとって保育サービス利用に当たっての選
択肢の幅を狭めるものであり、保育の実施に当たっては保護者がその就労実態等に応じ、子ども
の健全な育成を図る観点から必要な範囲で利用できるようにすること、という子ども・子育て支援
新制度の根本理念に反するものであり、対応は困難」との内容であるが、子ども・子育て支援新制
度施行後の実態が当該制度の根本理念から大幅に乖離していることから、実態に即して制度を
再構築する必要があると考える。

280 子ども・子育て支援新
制度下における認定
こども園の保育短時
間制度の廃止につい
て

重点事項10

認定こども園入園児童の保護者
の保育必要時間等に応じて、市
町村が決定を行うこととされてい
る「保育標準時間」・「保育短時
間」のうち、「保育短時間」を廃止
する。

子ども・子育て支援新制度における保育短時間は、保育標準時間に比べ保育
時間が３時間短いが、保護者が負担する保育料はほとんど変わらないなど、保
護者にとってメリットがない。
また、法人・市町村にとっても支給認定の変更事務が非常に重い負担となって
いるなど、制度にメリットが乏しく、運営法人の中には認定こども園を返上したい
という声すらある。

― 【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討するこ
と。
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各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

内閣府からの第１次回答に対する提案団体からの見解等一覧

管理
番号

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
見解見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

291 認定こども園（幼保連
携型以外）の認定権
限の中核市への移譲

幼保連携型認定こども園以外の
認定こども園の認定等事務・権
限の移譲について、幼保連携型
認定こども園の認可と同様に、
中核市にも移譲する。

【制度改正が必要な理由】
認定こども園の認可・認定等の権限について、平成27年12月22日地方分権改
革推進本部決定「平成27年の地方からの提案等に関する対応方針」において、
政令指定都市に対してのみ認定等の権限を移譲する方針が示されている。
政令指定都市と同様に、住民に身近で専門能力を有する中核市においても、市
で全ての認定こども園に係る事務ができれば、様式の統一等、事務の効率化が
図れるとともに、地域の実情に応じた効率的、効果的な事業実施が可能とな
る。
【支障事例】
現在、幼保連携型認定こども園については市の事務、幼保連携型以外の認定
こども園は府の事務となっている。施設類型によって権限を有する自治体が違
うため、書類の様式や認可・認定スケジュール、書類の提出先等が異なり、事
業者にとっては手続きが煩雑になるとともに、市としては認定こども園に係る事
務を一体的に進めにくくなっている。

全国的に待機児童の解消が喫緊の課題となっている中、事業者の負担軽減や行政事務の効率
化によって認定こども園への移行が一層促進され、保育の受け皿確保へと繋がることから、早期
に権限移譲が実現されるよう検討していただきたい。

－ 【全国知事会】
指定都市以外の市町村については、市町村の希望等
を踏まえ、事務処理特例によって移譲することとし、全
国的に移譲の実績が上がった段階で法律上の都道府
県と市町村の役割分担を見直すこととすべき。

【全国市長会】
中核市への移譲については、手挙げ方式も含めた検
討を求める。

31 個人番号を利用した
情報連携の対象情報
の拡大

行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等
に関する法律（以下「番号法」と
いう。）第１９条第７号の規定に
よる個人番号を利用した情報連
携に関し、難病の患者に対する
医療等に関する法律（以下「難
病法」という。）に基づく特定医療
費の支給に関する事務における
情報連携で提供が受けられる
「住民票関係情報」の対象に「住
所地情報」を加えるよう、番号法
の改正等

マイナンバーによる情報連携においては、都の医療費助成事務システム等の
入力情報を活用し、区市町村に対する住民票関係情報の照会を効率的に行う
ことが可能となるが、現行の番号法の規定では、「住所地情報」が取得できな
い。
住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」という。）により「住所地
情報」を確認する場合、マイナンバーによる情報連携とは別に、住基ネット専用
端末での作業が必要となる。加えて、事業執行部署配置の住基システム端末で
は個別検索しかできないことや、一括での情報検索作業は自治体に１台しか設
置されていない親機に限られていることなどから、照会件数が多い場合は、情
報提供を受けるまでに時間を要する。
難病法に基づく特定医療費の認定事務においては、申請者の住所地確認が必
要となるが、住基ネットにより住所地を検索する場合、医療費助成の認定までに
時間を要することとなり、申請者に対し不利益を生じさせるおそれがある。その
ため、申請の際に住民票の添付を求めざるを得ず、利便性の向上が図られな
い。
なお、難病法に基づく事務以外で、番号法の規定による情報連携を行える事務
においても、住所地確認を必要としているもの（児童福祉法に基づく小児慢性特
定疾病医療費助成事務等）があり、同様の課題がある。

　各府省からの回答にあるとおり、住民基本台帳ネットワークシステムにより住所地情報を確認す
る方法をとることで、具体的な支障の解消等が図られるものと認識しているが、他県における支障
事例にもあるとおり住基ネット端末を配備する方法による支障の解消は、自治体の現状等に即し
ておらず、費用の面からも現実的ではない。
　申請者の利便性の向上及び行政事務の効率化の観点から、住基ネットの追加配備に依らない
形での情報検索が求められており、情報セキュリティを担保した上で、情報提供ネットワーク上の
制約を解消すべきである。

【静岡県】
　静岡県では、住基ネットの利用について、安易に増設という形をとるのではなく、業務フローの見
直しによって運用を行う方針であるため、住基ネット端末の増設は予定しておらず、他業務で使用
している既存の住基ネット端末を利用する。
　その結果、他部署端末までの移動の手間と検索結果データの運搬リスクの課題が挙げられる。
　また、他業務と共用で住基ネット端末を利用することでの混雑や、難病受給者証更新時期は多く
の時間を窓口や電話対応に費やすことを踏まえても、患者情報を必要とする難病業務において住
基ネット端末で検索を行うことは難しいと考える。

【全国市長会】
国民が混乱することのないよう配慮しつつ、提案団体
の提案の実現に向けて、検討すること。

52 幼保連携型認定こど
も園の施設整備に関
する事務手続きの見
直し

幼保連携型認定こども園の施設
整備に際し保育所整備交付金
及び認定こども園施設整備交付
金を活用する場合の事務手続き
の見直し

平成27年の類似の提案に対する結論として、原則安心こども基金で対応するこ
ととし、安心こども基金が使えない場合の事務手続きの簡素化を図るため、協
議書の様式の一本化や申請の提出締め切りの調整が図られたが、安心こども
基金による対応については、交付元に応じた事業への活用に限定されるため、
幼保連携型認定こども園の施設整備を行う際に教育機能部分(文部科学省所
管)の基金の残額が足りない場合に、教育機能部分については認定こども園施
設整備交付金を、保育機能部分(厚生労働省所管)については安心こども基金
を活用することなり、事務手続きの簡素化の効果がない。
また、平成28年度安心こども基金要綱は現時点で示されておらず、契約等に着
手できない状況にあるため、平成29年４月から開設予定の幼保連携型認定こど
も園の事業着手の遅延を招くこととなっており、開園が遅れる危険性がある。
さらに、両交付金の申請の提出締め切りについては調整が図られたが、間接補
助である認定こども園施設整備交付金は県での予算措置と審査が必要である
ことから、保育所等施設整備交付金より事業者にとっての提出締め切りが前倒
しとなるため、県、市町村及び事業者の作業時間の確保が困難な状況にある。

申請期間の確保のみならず、幼保連携認定こども園の整備において補助金等の手続きの都合に
より、整備計画に遅延が生じることのないよう、年度当初に交付要綱や年間スケジュール等を発
出するとともに、厚生労働省と文部科学省のスケジュールや手続等について、差異が生じないよう
調整を図られたい。
また、予算措置についても、同一施設の整備において、地方公共団体や事業者が、複数の補助
制度の併用などの余分な事務負担を強いられることのないよう、十分な予算枠の確保、あるいは
基金方式による都道府県からの補助とするなど、柔軟な制度設計に努めていただきたい。

【栃木市】
・現行では、認定こども園の施設整備に係る補助としては、保育所等緊急整備交付金(厚生労働
省所管)、認定こども園施設整備交付金(文部科学省所管)の他、安心こども基金による補助もある
が、申請書類の簡素化にあたっては、安心こども基金による補助も含めて、申請書類の簡素化及
び統一化を図っていただきたい。
・上記の各補助制度においては、補助制度ごとに取扱い基準のバラつき(一方の補助においては
対象経費として認められる経費が他方の補助では対象経費として認められない等)が見られるた
め、これについても統一した基準としていただきたい。
・申請期間の確保については、実施要綱及び交付要綱の発出時期による部分が大きいため、平
成29年度分にあっては、早期に示していただきたい。
・支障事例に記載があるとおり、各補助制度における内示時期について、遅れ及びバラつきがあ
るために、施設整備のスケジュールにも支障が生じていることから、内示時期を同一時期とするよ
う、関係省庁間で調整を図っていただきたい。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求
める。

46 　本県では、地域活動の要としての役割が期待できる認定ＮＰＯ法人や指定ＮＰＯ法人を増やすこ
とが重要であるとの認識から、県独自の取組として、認定ＮＰＯ法人や指定ＮＰＯ法人の取得を目
指す県内ＮＰＯ法人を対象とした支援事業を実施している。
　また、指定ＮＰＯ法人の取得にあたっては、認定ＮＰＯ法人よりもＰＳＴ基準を緩和し、取得しやす
い条件を整えているにもかかわらず、現在２，０９７ある認証ＮＰＯ法人のうち、条例指定ＮＰＯ法人
は１０法人にとどまっている。
　申請件数が伸び悩んでいる大きな要因として、手続きに時間がかかることが挙げられ、一つに
は、そのスピードアップを図りたいという意図から今回の提案を行ったところである。
　指定NPO法人については、より手厚い税制控除の対象となる認定NPO法人の要件ともなること
から、慎重な手続が求められることは認識している。
　しかし、指定ＮＰＯ法人の名称・所在地の扱いについては、議会の議決を経る条例で規則へ委任
することで地方団体の意思を明確にできるのではないかと考えており、改めて検討をお願いした
い。

税控除対象NPO法人
の指定方法の見直し

　指定NPO法人は、その要件と
して、条例で指定されることに加
え、条例中にその名称及び主た
る事務所の所在地について明示
することが求められている。
　この名称・所在地の扱いにつ
いては、例えば条例で規則へ委
任、あるいは告示制度とするな
ど、その在り方について地方に
任せてはどうか。

【制度概要】
　認定NPO法人は、PST（パブリック・サポート・テスト）要件を満たすことで、
様々な税制優遇措置が受けられる。
　一方、指定NPO法人は、地方税法第37条の2第1項第4号及び第3項の規定に
より、道府県の条例で指定されることによって寄付金税額控除の対象となる。な
お、この指定条例では法人の名称及び主たる事務所の所在地を明示する必要
がある。
　本県では平成25年に「埼玉県指定特定非営利活動法人を指定する条例」を制
定しており、現在10法人を指定している。

【支障事例】
　NPO法人の新規指定や、指定NPO法人の名称及び主たる事務所の所在地に
変更があった場合は、その都度条例改正を行わなければならない。
　しかし、条例改正のタイミングは年4回の議会開会時という制約から、本県で
は、申請から指定までに最長で約半年を要している。
　そこで、認定NPOは一定の客観的基準を満たした団体を告示で明示する扱い
である点も踏まえ、指定NPO法人の名称・所在地の扱いについては、例えば条
例で規則へ委任、あるいは告示制度とするなど、その在り方について地方に任
せてはどうか。

【神奈川県】
　内閣府の回答では、現行どおりの運用を考えているようだが、神奈川県では、ＮＰＯ法人の指定
にあたって、議会の議決を経た「地方税法第37条の2第1項第4号の規定により控除対象となる寄
附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等を定める条例」に則り指
定を行っており、また、指定の審査にあたっては外部有識者による審査会に諮り、指定の是非に
ついて知事への答申を受けていることから、適正に運用されていると考えている。
　現状では、法人の主たる事務所の住所変更さえも条例改正のために議会の議決を求めなけれ
ばならないが、議会は本来、政策的論議を行う場であり、住所変更などの形式的な要件について
判断を求めることはなじまないと考えることから、最低限これらについては、改善を求める。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討するこ
と。
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66 延長保育と放課後児
童クラブを併設運営
する場合の職員配置
基準の緩和

重点事項15

保育所及び認定こども園（以下
「保育所等」という。）において
は、保育士を最低２人（朝夕時
間帯は保育士１人がいれば他１
人は子育て支援員等も配置可）
配置することが義務付けられて
おり、同施設に併設して放課後
児童クラブを開所している場合
に、同クラブも放課後児童支援
員を最低２人（支援員１人がい
れば他１人は補助員でも配置
可）配置することが必要である。
保育所等の延長保育（又は一時
預かり）及び放課後児童クラブ
の利用児童数がいずれも少数
でかつ
（１）保育士２人を配置する場合
（２）保育士１人を配置し、他１人
が放課後児童支援員を配置す
る場合
（※ただし、平成３２年度までは
保育士を放課後児童支援員と
みなす特例あり）
であれば、いずれかの施設に児
童を集約して、保育士等２人に
よる両施設の兼務を認めて欲し
い。

保育所等と放課後児童クラブが同一敷地内の１つの建物に併設している場合
で、17時30分から18時00分の間、延長保育事業の利用児童が３人、放課後児
童クラブの利用児童が６人のとき、それぞれ２人ずつの職員を配置し、運営して
いる現状にあり、職員（特に保育士）の確保に苦慮している。

本市は、兼務者が相互に放課後児童支援員研修や子育て支援員研修を受講して質を確保でき、
同一場所で兄弟が保育されることは保護者の安心感にも資すると考える。
また、「特別保育事業の実施について（平成12年3月29日児発第247号厚生省児童家庭局長通
知）」で、別添１「延長保育促進事業及び長時間延長保育促進基盤整備事業実施要綱」３（２）で対
象児童について「事業に支障が生じない範囲内で放課後児童（保護者が労働等により昼間家庭
にいない小学校１年生から３年生の児童をいう。）を対象とすることができる」とあり、別添５「保育
所地域活動事業実施要綱」中で、⑥保育所の地域に開かれた社会資源としての機能を活用する
ために小学校低学年児童の受入れについて「小学校低学年児童（１年生から３年生程度）を一時
保育の場を活用して５名程度受入れ、当該児童の適切な処遇、安全の確保等を図る。」として、以
前は類似する国事業が実施されており、本市では当該事業を単市事業で継続しているが、平成１
５年度以降、事故は発生していない。
さらに、「特別保育事業の実施について」の取扱いについて（児保第９号平成１２年３月２９日）１
（４）②で「実施要綱において、『事業に支障が生じない範囲内で放課後児童を対象とすることがで
きる』とされているが、通常の対象児童に対する処遇に支障がなく、かつ、放課後児童が、昼間の
時間帯において延長保育実施保育所と同一建物内又は同一敷地内で実施する放課後児童クラ
ブを利用している場合には、放課後児童についても適切な処遇が確保されるものを対象とするこ
と。」とあり、適切な処遇を確保した上で、両サービスを実施することは可能と考える。

― 【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、検討に当たっては、保育の質が確保されることを
前提とすること。

68 放課後児童健全育成
事業における要件緩
和

放課後児童健全育成事業にお
ける通所児童数の少ない日に２
つの学童クラブを合同で実施し
た場合に、双方の開所日数に合
同開催日数をふくめることができ
るよう要件緩和を図られたい。

土曜日については、通所児童数が10人にも満たない学童クラブ（放課後児童健
全育成事業所）が多くあり、放課後支児童支援員の人財が限られていることか
ら、同一学校において複数の学童クラブを有する場合は、１つの学童クラブに集
約し合同で行った方が効率的である。しかしながら、２支援合同で実施した場
合、１か所しか開所扱いとならない。開所扱いとならない学童クラブは、年間開
所日数250日以上の事業所に該当しなくなる可能性がある。

放課後児童支援員については、資格が保育園等とも重なることから人員の確保に苦慮している状
況である。週休日や有給休暇の取得等など職員が働き易い環境を整えることも、事業を進めてい
くことが大切であることから、あらかじめ出席児童数が少ない土曜日については、合同での実施を
した場合、どちらとも開所日数としてカウントできるよう基準の改正を要望したい。
　三鷹市の学童保育所27か所の土曜日の利用状況は、平均で4.2人（平成28年４月実績）となって
おり、職員1人に対し児童2.1人となっている。
　一方で、平成28年４月時点で、市内の学童保育所の待機児童数は78人となっており、来年度に
向けて学童保育所の新設も計画されていることから、施設の円滑な運営のためにも更なる職員の
確保が必要となってきている。

－ 【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

88 緊急通行車両等の事
前届出における事務
の見直し

災害発生時における緊急通行
車両等は事前届出制を採用して
おり、都道府県知事又は公安委
員会は車両毎に事前に確認し、
標章及び証明書を交付すること
となっているが、次のように見直
す。
①　事前届出の段階で、予め標
章・証明書を交付する仕組みと
する。
②　車両毎の届出ではなく、事
業者毎や台数のみの届出とす
る。

【制度改正の必要性】
災害は、常に様々な様相を呈し発生する。災害対応（特に緊急時対応）の場面では、平
常時には想像のつかない事態に遭遇するもの。そのため、緊急通行車両等の事前届
出制を採用していることは意義がある。しかしながら、現在の運用では、自治体は迅速
な災害応急対策活動が求められているにも関わらず、事前届出済の車両であっても、
災害発生後でないと標章・証明書が交付されない仕組みとなっている。
【制度改正の内容】
現場の最前線に立つ自治体の公用車等についても、緊急自動車と同様、災害発生後
に迅速な災害応急対策を可能とする仕組みが必要である。
【支障事例】
事前届出済の車両であっても、災害発生後の標章・証明書の確認申請時、車両使用者
は車両毎に確認申請書を作成し、確認者は車両毎に標章・証明書を交付するなどの事
務手続きが省略できず、事務手続きに時間を要する。
栃木県においては、平成28年熊本地震に伴う被災地での医療支援のために使用する
車両について、緊急通行車両等確認証明書の発行を受ける際に、車両ごとに車検証等
の書類が必要となり、事務手続が非常に煩雑であったとの意見もあった。また、災害時
に必要な物資（医療ガス）の供給に関する協定を締結している団体から、災害発生に備
えて事前に標章・証明書を交付してほしい旨の要望があった。
【状況の変化】
東日本大震災の教訓等を踏まえ、全国知事会では、都道府県相互の広域応援体制に
おけるカバー（支援）県体制を構築するなど、災害時の広域応援体制の重要性・必要性
が増している。平成28年熊本地震においても、新潟県をはじめ日本全国の各自治体か
ら被災地へ応援派遣しているが、被災地まで公用車で移動せず、被災地周辺でレンタ
カー等の車両を調達し、現地で災害応急対策の支援を行うなど、広域応援自治体によ
る災害応急対策において車両の特定が困難である場合もある。このように、想定とは異
なる事態も生じている。

　災害は、常に様々な様相を呈し発生するため、迅速な災害対応を図る観点から緊急通
行車両等の事前届出制の見直しの必要性に着目すべきであることをご理解いただき、更
なる災害対策法制の見直し（第三弾）と併せて、今後、ご検討をお願いしたい。

－ 【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

97 一時預かり事業及び
病児保育事業の届出
提出先並びに立入検
査事務の市町村への
移譲

重点事項14

現行、県で行っている一時預か
り事業及び病児保育事業の届
出提出先並びに立入検査事務
を市町村に移譲する。（市町村
以外のものが実施するものに限
る。）

【備考】
○「市町村以外のもの」にあたる
事業者
一時預かり事業・・・社会福祉法
人、学校法人、宗教法人等
病児保育事業 ・・・社会福祉法
人、学校法人、医療法人、医師
等

【経緯】
一時預かり事業については、以前は、全て県が行っていた（実施主体は保育所
等）が、子ども・子育て支援新制度では、指導監査は県に残り、事業（補助事
業）の実施主体は市町村となった。
病児保育事業については、以前は、指導監査はなかったが、新制度では、指導
監査（法令違反事案）は県の業務となり、事業の実施主体は市町村となった。
【支障事例】
一時預かり事業及び病児保育事業の実施主体は市町村であり、実施主体とし
ての指導内容と立入検査における指導内容の整合をとるのが困難となる。例え
ば、顕在化はしていないが、指摘事項の改善策（重要事項説明をどの程度行う
か等）の意見を求められた場合、検査主体としては回答が難しいことがある。
なお、病児保育事業の検査については、違反とならない範囲での指導事項が
あった場合に、履行確認等は市町村に委ねることとなっている。

　病児保育事業と一時預かり事業については、既に市町村が実施主体であり、委託している場合は
補助も行うなど、実務上の関わりも深くなっている。むしろ、事業者からの問い合わせが多い実務
や現場対応等については、実施主体である市町村の方が詳しく把握している状況であり、これらに
関する専門的見地については、市町村の方が有していると言える。
　このため、現行制度下における運用では、都道府県が行う立入検査等において事業者から質問を
受けた際に、都道府県としては要綱等に明確に定められた事項の範囲でしか回答できず、仮に、要
綱等に明確に定められていない事項に関する質問等を受けた場合、一度持ち帰って市町村に確認し
た上で事業者に回答するなど、非効率な運用とせざるを得ない状況である。また、届出提出事務に
おいても、実施主体である市町村が届出の状況を把握、確認する必要があることから、当県におい
ては既に市町村を経由して届出を受理することとしており、非効率な運用となっている。
　これらの実情を鑑みると、専門的見地を理由として都道府県を届出先及び指導監督実施主体とし
て位置づける意義は薄く、総合的な事務の効率化や事業者にとっての利便性等の観点から、住民や
事業者に身近な市町村が届出先及び指導監督実施主体として対応することが合理的である。

－ 【全国市長会】
指導監督の公正性や専門性の担保、事務負担の増
加について配慮が必要。

6



各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

内閣府からの第１次回答に対する提案団体からの見解等一覧

管理
番号

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
見解見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

99 番号法の規定による
個人番号を利用した
情報連携に関し、難
病法に基づく特定医
療費の支給に関する
事務における情報連
携で提供が受けられ
る住民票関係情報の
対象について住所地
情報を追加

行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等
に関する法律（以下、「番号法」
という。）第１９条第７号の規定に
よる個人番号を利用した情報連
携に関して、難病の患者に対す
る医療等に関する法律（以下、
「難病法」という。）に基づく特定
医療費の支給に関する事務に
おける情報連携で提供が受けら
れる「住民票関係情報」の対象
に、「住所地情報」が含まれるよ
う、改善を求める。

【支障事例】
　難病法に基づく特定医療費の支給認定、認定内容の変更の事務等において
は、対象者の住所地を確認することが必要となるが、現行の番号法及び「行政
手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第
二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令（平成26年12月12日省令）」
の規定では、住所地情報が確認できないため、対象者に対し、個人番号の記載
の他に住民票の添付を求める必要があり、対象者の負担が大きい状況である。

　また、住所地情報については、住民基本台帳ネットワークシステム（以下、「住
基ネット」という。）を通じて情報を取得することも可能だが、住基ネットを利用す
るためには、専用端末が必要となる。申請書は各健康福祉センターで受付事務
を行うが、各健康福祉センターには端末が配備されていないため、住基ネットを
利用するために端末が配備された部署まで出向く必要があり、住基ネットを利
用する場合は事務の効率化が図れない。

　対象者の利便性向上のため、住所地情報を住民基本台帳ネットワークシステム（以
下、「住基ネット」という。）を通じて取得することは可能だが、住基ネットを利用す
るための専用端末が申請書受付事務を行う各健康福祉センターに配備されていないた
め、住基ネットを利用するためには端末が配備された部署まで出向く必要がある。その
ため、現状では情報連携が不十分と言わざるを得ず、行政事務の無駄を排除できていな
いのではないかと思慮する。
　また、各健康福祉センターへ住基ネット端末を配備するためには追加的な予算措置を
要するため、費用の面からも効率化が図れるとはいい難い。
　以上から、対象者の利便性の向上と行政事務の効率化の双方を同時に達成するために
は、住基ネットの追加配備に依らない形での情報検索が求められており、情報セキュリ
ティを担保した上で、制度上の制約を解消すべきである。

【静岡県】
　静岡県では、住基ネットの利用について、安易に増設という形をとるのではなく、業
務フローの見直しによって運用を行う方針であるため、住基ネット端末の増設は予定し
ておらず、他業務で使用している既存の住基ネット端末を利用する。
　その結果、他部署端末までの移動の手間と検索結果データの運搬リスクの課題が挙げ
られる。
　また、他業務と共用で住基ネット端末を利用することでの混雑や、難病受給者証更新
時期は多くの時間を窓口や電話対応に費やすことを踏まえても、患者情報を必要とする
難病業務において住基ネット端末で検索を行うことは難しいと考える。

【全国市長会】
国民が混乱することのないよう配慮しつつ、提案
団体の提案の実現に向けて、検討すること。

103 結核医療費負担申請
時に記載する個人番
号の削除

平成２７年１１月２４日厚生労働
省健康局長通知（「感染症の予
防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律による医療の
公費負担の取扱いについて」）
により，入院患者及び結核患者
の医療に係る費用負担の申請
に記載すべき事項として個人番
号を追加する等の規定の整備
がなされたが，結核患者の医療
に係る費用負担の申請に関し，
個人番号を削除すること。

感染症法において平成２８年１月１日から，結核医療費公費負担申請書に個人
番号を記入することになったが，感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律第３７条（入院患者の医療）の結核医療費公費負担について
は，個人の所得税額等の調査のため個人番号の利用が想定されるが，同法第
３７条の２（結核患者の医療）における結核医療公費負担申請については，前者
と違い入院等の措置はなく，申請受付先となる保健所において個人番号を活用
することはない。そのため，個人番号使用による申請者の負担を軽減できない
ばかりか，不必要な情報を入手するという個人負担を負わせることになり，保管
する保健所においても，不必要な個人番号の取扱い，管理等が困難な状況で
ある。
※当該取扱いの施行後，患者からも不要な情報まで取るのかと，苦情が寄せら
れているところ。

　厚生労働省，内閣府，総務省からの一次回答では，特定個人情報の必要性や事務の効
率性のうえで，本件については，感染症法第３９条第１項に関する事務において，保険
の加入状況等を把握するため必要であるとの回答であった。
　しかし，今回，要望している感染症法３７条の２に基づく公費負担医療申請時の記載
事項については，同法施行規則第２０の３に示されているが，その記載事項に保険の加
入状況は，明確な記載事項になっておらず，今回指摘のあった法３９条第１項に関する
必要な保険加入状況の確認については，申請前に医療機関が保険証の提示を求め確認し
ている事項である。
　従って，法３９条第１項で必要となる保険の加入状況は医療機関で把握することか
ら，申請を受付する保健所では，個人番号を以て保険の加入状況を確認しない情報であ
り，そのために個人番号を求めることは，マイナンバー法の主旨に反して，不必要な情
報入手のために，あえて特定個人情報の提供を求めることとなるため，引き続き法３７
条の２の申請における個人番号記載を求めないことを強く求める。

－ 【全国市長会】
提案団体の意見を尊重されたい。

120 災害救助法に規定す
る救助の種類への
「福祉」の追加

災害救助法第４条の救助の種
類に「福祉（介護を含む。）」を、
同法第７条の「救助に従事させ
ることができるもの」に「福祉（介
護）関係者（社会福祉士、介護
福祉士、介護支援専門員等の
専門職員）」を規定し、災害時に
おける高齢者、障がい者等の要
配慮者への福祉的支援（要配慮
者に必要な支援の把握・調整、
避難環境の整備・調整、介護、
相談援助など）が、災害救助の
基本施策の一つであることを明
確化する。
  

【現状】
　災害救助法による救助の種類には「医療」についての規定はあるものの、「福
祉（介護を含む）」に関する規定はなく、位置づけが不明確。
　東日本大震災津波では県内福祉専門職能団体が行った要配慮者の支援のう
ち、避難所及び福祉避難所における活動と見なされたものは、避難所設営に係
る経費として後付けで整理され、災害救助費から支弁された。
【支障事例】
　災害時において、要配慮者に対する様々な福祉的支援が必要となるが、福
祉・介護等専門職員による支援について、災害時の位置付けが不明確であるこ
とから、救助に必要な際に、都道府県知事が従事命令を行うことができず、適
切な支援体制の確保が困難である。
【制度改正の必要性】
  東日本大震災津波では被災者の避難所生活が長期間に及び、要配慮者に対
する福祉・介護サービスの提供や相談支援等の適切な対処、避難所環境の改
善など、様々な福祉的課題への対応の必要性が強く認められたところ。

　大規模災害時において、発災直後から膨大な福祉的支援ニーズが緊急的に発生する場
合があり、一般の避難所に避難し混乱した住民の中から要配慮者を把握した上で、福祉
避難所への移送や福祉施設への緊急入所などの判断、受け入れ先との調整などを行うた
め、相当数の福祉専門職が集中的に必要となる。
　災害救助法に基づく応急救助に「福祉」を追加することを求める理由は、被災等によ
り自治体や福祉施設等の機能が著しく低下している中で、自らも被災者となり得る被災
地の福祉専門職のみで、これらの膨大な福祉的支援に対応することが困難であること
は、東日本大震災津波の経験からも明らかで、避難後、直ちに福祉的支援を行うことに
より、環境の変化への対応が困難な要配慮者個々の状態に応じた適切な生活環境を確保
するとともに、生命の危機にも至りかねない急激な心身の機能の低下等を防ぐ観点か
ら、一刻も早い対応が強く求められるためである。
　発災後から継続的な福祉的支援につなげるまでの緊急的な対応が必要とされる期間
（被災した自宅等や一般の避難所及び福祉避難所から長期的支援を行う福祉施設へ移行
するまで）における被災地での福祉的支援活動について、災害救助法による救助に福祉
を位置付けるとともに、災害派遣福祉チームなどの福祉専門職を迅速かつ適切に派遣で
きる体制を整備することが必要であるので再検討を求める。

【北海道】
・福祉的支援が災害救助法の応急救助として位置づけられれば、現地の施設職員が被災
した場合などにおいても、他の都道府県から、広域的な派遣調整の際の経費協議などな
く迅速な派遣が可能となる。
・災害救助法における応急救助は、医師帯同という制約があるが、東日本大震災でも熊
本地震でも、災害発生の都度、介護職員等における避難所等支援への災害救助法適用の
通知が発出されており、災害時の介護職員等福祉的支援が必要なことは明確であり、応
急救助に福祉的支援を明文化していただくことで、今後、通知の発出の手間を省略し、
通知を受けずとも迅速な派遣を行うことができる。
【静岡県】
　本県においては、「災害福祉広域支援ネットワーク」の構築を検討しているが、その
福祉人材派遣の費用負担の規定の根拠について、法令上の位置づけが不明確なため、仕
組みづくりに苦慮している。
また、災害が発生した時点で福祉人材派遣を行いたくとも費用負担が発生するかどうか
が不明なため、即座に派遣を決定することができないと想定される。
現行制度下での対応の可否ではなく、災害救助法上の「福祉」の明確化についての回答
を内閣府に求める。

【全国知事会】
所管府省からの回答が「現行制度下において対応
可能」となっているが、事実関係について、提案
団体との間で十分確認を行うべきである。
【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を
求める。
なお、所管府省からの回答が「現行制度により対
応可能」となっているが、事実関係について提案
団体との間で十分確認を行うべきである。

121 災害派遣福祉チーム
の制度化

  災害時に避難所や福祉避難所
において、要配慮者個々の状態
に応じた介護など、緊急に必要
な支援の把握・調整を行うととも
に、要配慮者にとって良好な避
難環境の整備・調整や介護、相
談援助などを担う、福祉専門職
員で構成する「災害派遣福祉
チーム」を制度化し、その組成、
研修、訓練等の災害福祉支援
体制の整備をすすめ、都道府県
の相互応援体制を構築するた
め、当該チームを派遣・調整す
る全国的なシステムを設ける。

【支障事例】
　　厚生労働省において平成26年度から「災害福祉広域ネットワーク構築支援
事業」が創設され、一部の都道府県においては、体制整備が進められてきてい
るものの、「災害派遣福祉チーム」を派遣・調整するシステムが存在しないた
め、被災県へのチーム派遣手順が不明確であるなど、都道府県の相互応援体
制が構築されておらず、迅速にチーム派遣を行うことが困難。
　　熊本地震では、岩手県災害派遣福祉チームを熊本県に派遣したが、派遣・
調整システムが存在しないため、直接、被災県と交渉せざるを得ず、チーム派
遣まで相当の時間を要した。

　発災直後から刻々と変化する要配慮者の状態に応じて、一般の避難所から福祉避難所
への移送や、福祉施設への緊急入所の措置を講じるなど適切な福祉的支援を行う必要が
あるが、自らも被災者となり得る被災地の福祉専門職のみでは、一時的に増大するこれ
らの福祉的支援に応えることは困難である。
　また、被災地以外からの福祉専門職の派遣・受入れに関する全国的なルールが無い中
で、被災自治体自らがこうした調整を迅速に行うことも困難である。
　よって、要配慮者へ必要な福祉的支援を迅速に行うことができるよう、災害派遣福祉
チームを制度化し、大規模災害時に増大する福祉的支援に対応する福祉専門職を都道府
県間で派遣・調整する全国的なシステムを構築することが必要であると考え提案したと
ころであるので、再検討を求める。

【静岡県】
現状、広域での支援体制構築が都道府県に委ねられているため、都道府県を越えた派
遣、受入れを円滑に行うことが困難であり、国としての全国統一のルールを設けること
が必要であると考える。
現行制度下においての対応の可否ではなく、全国的な制度創設の要否についての内閣府
の意見を求める。
【熊本県】
現行制度において国が地方公共団体に対して災害派遣福祉チームについての規制をかけ
ているものでないことは承知しているが、制度化や派遣・調整のシステムについては国
の協力・支援が必要と考える。

【全国知事会】
所管府省からの回答が「現行制度下において対応
可能」となっているが、事実関係について、提案
団体との間で十分確認を行うべきである。
【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を
求める。
なお、所管府省からの回答が「現行制度により対
応可能」となっているが、事実関係について提案
団体との間で十分確認を行うべきである。

122 認定こども園に関する
情報提供等の権限移
譲

就学前の子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供の推進
に関する法律（認定こども園法）
第２８条から第３０条に基づく情
報の提供、変更の届出の受理、
報告の徴収等について、認可、
認定または届出の受理に係る
権限を有する自治体等が行える
よう法令を改正する。

認定こども園法第２８条から第３０条の権限について、第１９条の規定により、政
令指定都市・中核市が幼保連携型認定こども園の認可等の権限を有するにも
関わらず、市で変更届の受理などができないこととなっている。
変更届の受理（第２９条）や運営状況報告（第３０条）は、全ての認定こども園に
おいて府に権限があり、政令市・中核市に所在する幼保連携型認定こども園に
おいては、市が認可しているにも関わらず、変更届等は府に届け出ることとなっ
ている。
そのため、変更内容が市の認可基準に適合しているか確認できず違法状態が
生まれる可能性があり、指導監査等他の事務への影響も大きい。
例えば、市が認可⇒事業者が変更届を府に提出⇒市が指導監査を実施　と
なった場合、市は変更届が出された事実をわからないまま指導監査を行うこと
となってしまう。

第28条（情報の提供）、第30条（運営状況の報告）についても、認可権限を有している
者と事務実施者が異なっているため、業務効率化の観点から、第29条の変更届と併せて
の移譲を検討いただきたい。

【福島県】
　認可、認定等の権限と各種手続きの権限の主体は一致させるべき。

【全国知事会】
提案団体の提案に沿って、政令市・中核市に所在する
幼保連携型認定こども園における変更届等について
は、市で受理できるようにするべきである。

【全国市長会】
第28条（情報提供）に関し、所管府省からの回答が「現
行規定により対応可能」となっているが、事実関係につ
いて提案団体との間で十分確認を行うべきである。
第29条（変更届の受理）及び第30条（運営状況報告の
徴収）に関し、指定都市への移譲については積極的な
検討を求める。中核市への移譲については手挙げ方
式も含めた検討を求める。

7



各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

内閣府からの第１次回答に対する提案団体からの見解等一覧

管理
番号

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
見解見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

143 施設型給付費等に係
る「処遇改善等加算」
の加算率の認定に関
する事務権限の都道
府県から指定都市・
中核市への移譲

重点事項11

施設型給付費等に係る「処遇改
善等加算」の加算率の認定に関
する事務権限を都道府県から指
定都市・中核市へ移譲すること
を求める。

【背景】
国通知「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」において，「処遇改
善等加算の加算率の認定は，その施設・事業所を管轄する市町村が取りまと
めた上で，都道府県知事が行うこと」とされているが，「子ども・子育て支援新制
度」の施行（平成27年４月）前は，当該認定に関する権限についても，中核市が
有していた。
【支障事例】
当該権限が都道府県に移行したことにより，新制度施行前と比較し，加算率の
認定までに，相対的に多くの期間を要している状況であり，年度当初から加算
率の認定までの期間は，概算による給付で対応している中，概算給付とせざる
を得ない期間が，以前よりも長期化している。
施設・事業所の中には，概算給付の期間中は，保育士等に対する加算分の賃
金の支払いを留保しているところもあり，当該施設・事業所に勤務する保育士等
に対する賃金支払いにこれまで以上の遅れが生じている。
なお，市町村において審査等の作業を早期に実施したとしても，認定に係るス
ケジュールは都道府県に従わざるを得ない状況である。

全国同様、本市においても待機児童が発生しており、その解消に向けて、現在、施設整備と保育
士確保に取り組んでいるところである。特に、保育士の処遇改善は喫緊の課題と捉えている。
このような中、保育士賃金は他の職種との格差が大きく、栃木県のアンケート調査においても、７
割を超える保育士が給与改善を求めている。保育現場での保育士等の確保や就業定着の観点
から、保育士等に対し、早期に本来の賃金を支払うことは重要であると考えているため、制度見直
しの緊急性を理解いただき、実現に向け、速やかに結論を得るようお願いしたい。

－ 【全国市長会】
指定都市への移譲については、積極的な検討を求め
る。
中核市への移譲については、手挙げ方式も含めた検
討を求める。

153 マイナンバー制度に
おける情報連携（庁外
連携）に関する要件緩
和（法定事務における
入手可能な特定個人
情報を実際の事務に
即して拡大）

重点事項22

マイナンバー制度における情報
連携（庁外連携）に関し、法定事
務における入手可能な特定個人
情報を実際の事務処理に即して
対象拡大する（特別支援学校へ
の就学支援のため必要な経費
の支弁に関する事務の申請に
おいて、生活保護受給者情報も
入手可能とする）

【制度の概要】
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
第19条第7号に基づく別表第二において、マイナンバーを利用できる事務及び
当該事務を実施するに当たり入手できる特定個人情報（情報提供者含む）が規
定されている。
　しかし、別表第二に規定されている特定個人情報のみでは事務処理に支障が
生じる事務がある。

【支障事例】
　特別支援学校への就学のため必要な経費の支弁に関する事務の申請におい
て、添付書類の省略を図るためマイナンバーを利用した情報連携を行う場合、
市町村から入手できる特定個人情報は、地方税関係情報又は住民票関係情報
に限られる（マイナンバー法別表第二37の項）。
　当該事務の申請に当たり、生活保護受給者については、それを証する書類の
提出が必要（文部科学省「特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令第
２条の規定に基づく保護者等の属する世帯の収入額及び需要額の算定要
領」）。
　しかし、当該事務において、生活保護受給情報は情報連携の対象ではないた
め、生活保護受給証明書を添付する必要があり、住民サービスの向上が期待
できない。

　本制度は法律や国の基準に基づくものであり、全国一律の対応が必要である。
　申請者が提出すべき資料の１つに保護者等の生活保護の受給を証明する書類がある以
上、マイナンバー制度による情報連携の対象外となった場合、生活保護受給者のみが別
途、市役所等で証明書を取得する必要が生じるため、申請者の負担が他の申請者よりも
大きく、住民サービス面において不平等である。
　また、経済的に困難な家庭環境にある子どもたちへの就修学支援の充実の観点からも
対応が必要であり、前向きに検討願いたい。
　なお、本件については、文部科学省とも調整の上、対応願いたい。

【北海道】
北海道では、当該事務に係るマイナンバー制度における情報連携（情報照会）を平成30
年４月から開始する予定としているため、開始までに所要の措置を講じるよう要望す
る。

【全国市長会】
国民が混乱することのないよう配慮しつつ、提案
団体の提案の実現に向けて、検討すること。

298 マイナンバー制度に
おける療育手帳関係
情報、外国人保護関
係情報の情報提供
ネットワークシステム
による情報照会の実
施

重点事項22

マイナンバー制度の情報提供
ネットワークシステムにおいて照
会できる特定個人情報は、番号
法別表第二に規定されている特
定個人情報に制限されている。
番号法別表第二では、身体障害
者手帳や精神保健福祉手帳の
情報、生活保護の実施情報を照
会できるように規定されている
が、地方公共団体が独自に実施
している療育手帳の情報や外国
人保護の情報は規定されていな
い。
地方税の減免、社会保障の給
付等では、療育手帳の情報や外
国人保護の情報も必要となるた
め、情報提供ネットワークシステ
ムを使用して照会できるように求
める。

【支障事例】
番号制度の情報提供ネットワークシステムの利用開始後は、地方税の減免、社
会保障の給付の際等に、身体障害者手帳や精神保健福祉手帳を持っている方
は手帳の提出を、また、生活保護を受給している方は受給証明書の提出を省
略できるにも関わらず、療育手帳や外国人保護関係情報については、番号法に
規定されなければ、その提出を省略できず、住民サービスの向上につながらな
いとともに申請窓口の混乱を招く。
〔療育手帳〕
身体障害者手帳や精神保健福祉手帳、療育手帳の所有者が同様に扱われて
いる事務の例
・障害児入所給付費、高額障害児入所給付費又は特定入所障害児食費等給付
費の支給に関する事務
・児童扶養手当の支給に関する事務
・地方税の賦課徴収に関する事務
・公営住宅の管理に関する事務
〔外国人保護〕
生活保護受給者、外国人保護受給者が同様に扱われている事務の例
・障害児入所給付費、高額障害児入所給付費又は特定入所障害児食費等給付
費の支給に関する事務
・地方税の賦課徴収に関する事務
・公営住宅の管理に関する事務

【療育手帳について】
　平成２８年３月８日の「障害保健福祉関係主管課長会議資料」において、「療育手帳
に関する情報を情報連携の対象とできるよう、現在、関係省庁と調整しているところで
あり、その検討状況については追って連絡する」とある。
　地方公共団体や情報提供ネットワークシステムの準備期間等を考慮すると今年中には
結論を得なければ、平成２９年７月のマイナンバーの情報連携開始に間に合わなくなる
ため、早急に、事務を所管する厚生労働省と番号法を所管する内閣府において調整を行
い、地方自治体が条例に基づき独自利用事務とした療育手帳に関する情報について、情
報連携の対象としていただきたい。
【外国人保護について】
　法律に根拠を持たない外国人保護関係情報ついては、法律に根拠を持つ生活保護関係
情報と同様に様々な社会保障・税制度において幅広く利用されている重要な情報の一つ
と考えている。
　同じく法律に根拠を持たない療育手帳に関する情報ついては、上述のとおり、現在、
関係省庁と調整しているところと承知している。
　外国人保護関係情報についても、事務を所管する厚生労働省として情報連携の必要性
を認識し、早急に関係省庁と調整のうえ、条例に基づき独自利用事務とした地方公共団
体については情報連携の対象としていただきたい。

【千葉県】
　一次回答は、規制緩和の可否に関する回答となっていないため、関係府省で調整のう
え明確な回答を示していただきたい。

【全国市長会】
国民が混乱することのないよう配慮しつつ、提案
団体の提案の実現に向けて、検討すること。

300 マイナンバー制度の
活用を図るための社
会保障制度における
所得要件の見直し

重点事項22

精神保健及び精神障害者福祉
に関する法律による措置入院患
者の費用徴収、感染症の予防
及び感染症の患者に対する医
療に関する法律による入院患者
の自己負担額の認定基準の基
礎を、所得税額から市町村民税
所得割額に改めることを求め
る。加えて、情報提供ネットワー
クシステムを通じて、必要な特定
個人情報の入手が可能となるよ
う、データ標準レイアウトの改善
を求める。

【支障事例】
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院患者の費用徴収、
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による入院患者の
自己負担額の認定においては、所得税額を基礎とすることとされている。
当該事務においては、番号法によりマイナンバー及び情報提供ネットワークシ
ステムの利用が認められており、地方税関係情報を入手することができるが、
所得税に関する情報は特定個人情報とされていないため、情報照会を行って
も、必要な特定個人情報を入手できず、添付書類の削減に繋がらない。

　当該事務について市町村民税所得割額を基準とすることについては、引き続き、関係
省庁との協議を行っていただきたい。
　なお、精神保健福祉法に基づく措置入院患者の費用徴収事務は、地方税関係情報につ
いて情報連携可能とすることは困難とあるが、「地方公共団体における番号制度の導入
ガイドライン」（平成25年8月）第2章第2節1(3)②において、
　「番号法別表第二に規定している情報提供ネットワークシステムを利用することがで
きる組み合わせについては、現在の地方税法上の守秘義務の運用を踏まえ、
ａ 利用事務の根拠法律において、本人が行政機関に対して報告を行う義務が規定されて
おり、本人にとってはその行政機関に情報が伝わることは秘密として保護される位置づ
けにないと解される場合
ｂ 利用事務が申請に基づく事務であり本人の同意により秘密性が解除される場合
に限って列挙されている。」
とある。
　即ち、番号法別表第二の二十三の項に規定している費用徴収事務と地方税関係情報の
組み合わせについても、上記のように整理されていると考えることから、情報連携でき
るようしていただきたい。

－ 【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を
求める。
なお、今後指定都市とその他の市町村で適用され
る市町村民税所得割の税率が異なることへの配慮
が必要である。
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各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

内閣府からの第１次回答に対する提案団体からの見解等一覧

管理
番号

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
見解見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

154 マイナンバー制度に
おける情報連携（庁外
連携）に関する要件緩
和
（特別賃貸府営住宅
についても条例によ
り、公営住宅、特定優
良賃貸住宅と同様に
庁外連携を可能とす
る）

重点事項20

マイナンバー制度の独自利用事
務における情報連携（庁外連
携）に関し、独自利用事務として
情報連携を行う予定である特別
賃貸府営住宅についても、公営
住宅、特定優良賃貸住宅と同様
に庁外連携を可能とする。

【制度の概要】
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第19条
第7号に基づく別表第二において、マイナンバーを利用できる事務及び当該事務を実施
するに当たり入手できる特定個人情報（情報提供者含む）が規定されている。
　法定事務以外であっても、第9条第2項に基づき条例で規定する事務（独自利用事務）
についてはマイナンバーを利用することができるとともに、同法第19条第14号に基づき
情報連携（庁外連携）を行うこともできる。
　その上で、情報連携（庁外連携）に関しては、個人情報保護委員会規則において、独
自利用事務及び入手する特定個人情報の範囲の要件を以下のとおり規定されている。
　１　事務の趣旨・目的と別表事務の根拠法令における趣旨・目的が同一
　２　事務に類似性が認められる
　３　情報提供者及び提供を求める特定個人情報等が別表事務と同一の範囲内

【支障事例】
　上記により、法別表第二の31の項「公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務」
に準ずる事務については、独自利用事務として庁外連携を行うことは可能であるが、当
該独自利用事務は、公営住宅法に規定する「住宅に困窮する低額所得者」を対象とし
ている（収入階層：月0～214,000円）。
　本府においては、特別賃貸府営住宅（収入階層：月0～313,000円）を管理しているが、
現在の取扱では、上記低額所得者の階層世帯のみが独自利用の対象となり、同一団
地であっても、世帯によっては取扱に差異が生じる（214,000円を超える収入階層の世
帯については、添付書類が必要となる）。
　そのため、地方公共団体が管理する住宅全般（特別賃貸府営住宅）について、庁外
連携が可能となるよう、対象事務の緩和を求めるもの。
　なお、根拠法（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律）が異なる特定公共賃
貸住宅（収入階層：月139,000円～487,000円）については、庁外連携が可能であること
から、対象世帯における取扱に整合性が図れていない。

　府民の不公平感を是正する意味から214,000円を超える収入階層の世帯について情報連
携の利用が可能であるかについて、本府から個人情報保護委員会に対して照会を行った
結果、当該世帯については委員会規則で定める要件に合致しないと整理されたため、情
報連携の利用ができないとの回答があったものと考える。このような経緯を踏まえた上
で再度御判断願いたい。
　また、内閣府におかれては、上記の趣旨に鑑み、当府の見解を御理解いただきたい。

－ 【全国市長会】
国民が混乱することのないよう配慮しつつ、提案
団体の提案の実現に向けて、検討すること

296 マイナンバー制度に
おける条例事務の情
報連携要件の見直し
（不妊治療費助成関
係事務のマイナン
バー利用対象化）

地方公共団体が定めるマイナン
バーの条例事務（独自利用事
務）が、情報提供ネットワークシ
ステムを使用して特定個人情報
の提供を求めるためには、準ず
る法定事務と趣旨又は目的が
同一であることが求められてい
る。
独自利用事務である不妊治療
の助成に係る事務は、現在個人
情報保護委員会が公表している
事務の中で、類似している事務
があるかどうかの判断が難し
い。
そこで、個人情報保護委員会が
規則で定める要件を緩和し、不
妊治療の助成に係る事務にお
いてもマイナンバーの利用を可
能とすることを求める。

【支障事例】
地方公共団体は、不妊治療を受けている夫婦の経済的負担の軽減を図り、子
どもを産みたい方が産めるような環境づくりを推進するため、不妊治療費等の
一部を助成。
番号法の法定事務では、難病医療（難病の患者に対する医療等に関する法律
（平成２６年法律第５０号））について、マイナンバーの利用、情報提供ネットワー
クシステムの使用を認めている。
しかし、不妊症について、難病のように疾病と定義づけることは難しいため、不
妊治療と難病医療の趣旨又は目的が同一であるかの判断が難しい。
マイナンバーの利用ができない場合は、所得・税額証明書等の添付書類の省
略や、自治体事務の効率化が図れない。

提案内容については既に実現しているため、特に意見なし。 － 【全国市長会】
所管府省からの回答が「現行規定により対応可
能」となっているが、事実関係について提案団体
との間で十分確認を行うべきである。

155 マイナンバー制度に
おける情報連携（庁外
連携）に関する要件緩
和
（独自利用事務にお
ける入手可能な特定
個人情報の範囲を別
表事務の範囲外にも
拡大）

重点事項21

マイナンバー制度の独自利用事
務における情報連携（庁外連
携）に関し、番号法別表第二に
規定されている情報以外の情報
についても入手可能とする。

【制度の概要】
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
第19条第7号に基づく別表第二において、マイナンバーを利用できる事務及び
当該事務を実施するに当たり入手できる特定個人情報（情報提供者含む）が規
定されている。
　法定事務以外であっても、第9条第2項に基づき条例で規定する事務（独自利
用事務）についてはマイナンバーを利用することができるとともに、同法第19条
第14号に基づき情報連携（庁外連携）を行うこともできる。
　その上で、情報連携（庁外連携）に関しては、 特定個人情報保護委員会規則
において、独自利用事務及び入手する特定個人情報の範囲の要件を以下のと
おり規定されている。
　１　事務の趣旨・目的と別表事務の根拠法令における趣旨・目的が同一
　２　事務に類似性が認められる
　３　情報提供者及び提供を求める特定個人情報等が別表事務と同一の範囲
内

【支障事例】
　法別表第二の113の項「高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就
学支援金の支給に関する事務」において市町村から入手可能な特定個人情報
は、地方税関係情報及び住民票関係情報のみであり、生活保護関係情報は入
手不可能である。
　本府における上記事務に準ずる独自利用事務（高等学校就学支援金の上乗
せ補助）においては、生活保護関係情報も必要であるが、市域からは同情報の
入手が不可能であるため、独自利用事務の検討に当たり制約を受けている（府
内全域における添付書類の取扱に差異が生じる）。

　独自利用として行う事業が、法定事業である高等学校等就学支援金の上乗せ事業であ
り、特に貧困世帯である生活保護世帯には手厚く補助をする制度となっており、生活保
護の受給状況を把握することが必須になっているため、受給資格申請者である生活保護
世帯の認定申請における利便性を高め、事務の省力化を進めるため、利用可能な情報を
拡大することが必要と考えています。
　また、全国すべての都道府県で実施している国が創設した「奨学のための給付金」
は、非課税世帯と生活保護世帯で支給単価に差を設けており、国が給付申請書の添付書
類として生活保護世帯については生活保護受給証明書の提出を求めているため、生活保
護関係情報を入手することは必須である。非課税世帯については添付書類は不要である
が、生活保護世帯については生活保護証明書を添付することを求めることは、国民の理
解を得ることは難しいため、子どもの貧困対策として実施する「奨学のための給付金」
において必要な生活保護情報についても、情報連携の対象として認めるべきであると考
えています。
　なお、法定事務である高等学校等就学支援金事務においても、生活保護受給証明書は
課税証明書の代替として使用することができるとされておりますが、生活保護関係情報
を入手することができれば、市町村民税所得割額を用いる場合と比較して事務を効率的
に処理できると考えられるため、情報連携の対象として認めるべきであると考えます。

－ 【全国市長会】
国民が混乱することのないよう配慮しつつ、提案
団体の提案の実現に向けて、検討すること。
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各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

内閣府からの第１次回答に対する提案団体からの見解等一覧
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番号

提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
見解見解

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

177 幼保連携型認定こど
も園における園庭の
位置及び面積に関す
る従うべき基準の参
酌化

重点事項９

幼保連携型認定こども園におけ
る園庭の位置及び面積につい
て、「従うべき基準」とされている
ものを「参酌すべき基準」に見直
すこと。

【再提案理由】
平成27年度から、子ども・子育て支援新制度が施行され、保育の申込者数が急
増している中、待機児童数については５年ぶりに増加している（H26.10→H27.10
2,131人増）。このようななか、一億総活躍社会の実現向け、働き方改革や両立
支援の推進が示されており、国全体で保育の受け皿の更なる拡大に取り組ん
でいる。また、本年4月7日には「「待機児童解消に向けて緊急的に対応する施
策について」の対応方針について 」が発出され、国の基準を上回る部分を活用
して保育所等への受入れ強化を求めるなど、保育士の確保や保育園の増設が
喫緊の課題となっている。
【支障事例】
認定こども園における園庭については、同一の敷地内又は隣接する敷地内に
なければならず、必要な面積についても「従うべき基準」とされており、空き地が
少ない都市部でも、比較的土地に余裕がある地域と同じ面積が求められてい
る。
本県の都市部の市において、幼保連携型認定こども園の設置しようとしたが、
空き地が限られており、基準を満たす園庭の設置が困難なため、計画変更を余
儀なくされた。なお、当該事例においては、代替となる場所（公園等）が存在して
いたが数百メートルほど離れているため、国が定める特例基準（①園児の安全
な移動、②園児の安全な利用、③園児の日常的な利用、④教育・保育の適切な
提供）の確実な担保が困難であった。

　現行の基準は学級数及び児童数に応じて園庭の面積を算出しており、いわば全ての園児が園
庭を利用すると想定した場合に必要な面積を想定しているとも考えられる。
　しかし、実態として全ての園児が園庭を一斉に利用するケースはほとんど無く、あったとしても臨
時的に公園等を利用すればよい。園庭については事業主体が、確保できた面積に応じて使用人
数を限定すれば、教育・保育の質を落とさず学びを確保できるのではないかと考えている。
　また、保育所から幼保連携型認定こども園に移行する際には移行特例があるが、園舎の建て替
えを行う場合、園庭の面積が減少しなくても移行特例が適用除外となることは、教育・保育の質を
変えるものではないことから、円滑な移行を促進する観点から均衡を失っている。
一億総活躍社会の実現を図るためにも、幼保連携型認定こども園の設置や移行を進めるように
見直すべきである。

－ 【全国知事会】
「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員会
第３次勧告の趣旨を踏まえ、廃止し、又は標準もしくは
参酌すべき基準へ移行するべきである。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、検討に当たっては、保育の質が確保されることを
前提とすること。

181 病児保育事業の補助
要件の設定

重点事項13

病児保育事業（病児対応型、病
後児対応型）の補助要件である
保育士等の配置要件について、
利用児童2名以下でも、看護師
と保育士それぞれ1名の配置が
求められるが、診療所等で病児
保育を実施する際、病児保育未
実施地域では、保育士の確保が
困難であるとの声があることか
ら、利用児童数が定員2名以下
の場合には、看護師１名の配置
で対象となるよう補助要件を緩
和すること。

【再提案理由】
現状の病児保育事業の補助要件では、利用児童おおむね10人までは看護師1
名以上及び利用児童おおむね3人までは保育士1名以上の配置が求められて
いる。昨年の提案募集では看護師の配置については一定緩和されたものの、
地方部など人口減少地域においては、診療所等で病児保育を実施しようとして
も保育士の確保が難しく、女性の社会進出の妨げとなっている。
【支障事例】
本県の、但馬、淡路地域、西播磨地域の病児保育事業未実施市町では、診療
所等で病児保育事業を行いたいが、病児保育のニーズが都市部より少なく、常
に病児を預かることは想定できないため、常時在中する保育士の確保が診療
上の経営を圧迫するとの理由から、病児保育に踏み切れないという声があがっ
ている。
本県では、こうした状況から平成27年度から県単独で「診療所型小規模病児保
育事業」を実施している（利用児童定員2名以内、看護師、准看護師、保健師、
助産師又は保育士1名以上を配置） 。県内の町にあるクリニックでは、同事業を
活用し本年4月から病児保育を実施しており、、（利用児童２名、看護師等１名を
配置） 部屋を保育用にリフォームして、ベッド２台を配置し、診察室から子供の
様子が見えるように窓も設けている。県内の町では初めての病児保育であり、
特段の支障も生じていないことから 今後も活用が見込まれている。

  病児保育は、一時的に病児を診る事業であり、健康な児童と同じような日常的な活動
（屋外での活動や集団行動）が求められておらず、必要な保育の内容・質が保育所等と
異なると考えている。ついては、貴省が想定している病児保育の内容や質を具体的に示
していただきたい。
　また、病児保育事業の「非施設型（訪問型）」では、「病児の看護を担当する一定の
研修を修了した看護師等、保育士、家庭的保育者のいずれか１名以上配置すること」と
なっており、看護師が病児保育を実施することも想定されている。
　病児保育未実施地域の解消に向け、診療所で実施する少人数の病児保育については、
①病児の看護を担当する一定の研修を修了または小児科経験のある看護師等の配置
②近隣の保育士経験者または公立保育園に勤務する保育士から必要に応じて援助・指導
が受けられるよう連携が得られること
③病児を常に観察できる体制の確保
等を条件に、保育士がいなくとも病児保育が可能となるよう要件を緩和していただきた
い。

－ 【全国知事会】
子育てへの不安の解消などに向けて、病児保育事業
に係る国庫補助の職員配置に関する要件の緩和を図
るべきである。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、検討に当たっては、保育の質が確保されることを
前提とすること。

178 幼保連携型認定こど
も園の設備に関する
基準の緩和

重点事項９

　個人情報保護委員会規則には、「その事務を処理するために必要な特定個人情報の範
囲が、当該法定事務において提供を求める特定個人情報の範囲と同一又はその一部であ
ること。」と定められており、番号法別表第二では、情報提供が可能な特定個人情報に
ついて「地方税関係情報」と規定されている。
　特定個人情報毎の「市町村民税所得割」、「市町村民税均等割」といった項目につい
ては、「情報提供ネットワークシステムにおける特定個人情報データの取扱いに係る共
通指針」で規定されたデータ標準レイアウトにより、データ項目として示され、独自利
用事務として情報連携するためには、その項目まで法定事務と一致するよう制限されて
いる。
　番号法別表第二で定める特定個人情報を単位とすれば、「市町村民税所得割」、「市
町村民税均等割」といった項目の違いは、「地方税関係情報」という同じ特定個人情報
内での違いであると考えており、法定事務と異なる項目を、独自利用事務で照会が可能
であるとしても、利用可能な特定個人情報の拡大に当たらないと考えている。
　独自利用事務の拡大による、行政事務の効率化、国民の利便性の向上という観点から
も速やかに解決していただきたい。

マイナンバー制度に
おける情報提供ネット
ワークシステムの情
報照会項目の見直し

重点事項21

297 【支障事例】
独自利用事務が照会する特定個人情報については、準ずる法定事務が照会す
る特定個人情報の具体的な項目と一致することとされているため、独自利用事
務が必要とする特定個人情報の項目が、準ずる法定事務において照会できな
い場合、情報照会を行っても、必要な特定個人情報を入手できず、所得・税額
証明書の提出を省略することができない。
具体的な支障事例１
〔準ずる法定事務〕感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律による費用の負担又は療養費の支給に関する事務；市町村民税均等割額は
照会できるが、市町村民税所得割額は照会できない。
〔独自利用事務〕肝炎治療費の助成に関する事務；市町村民税所得割額が必
要
具体的な支障事例２
〔準ずる法定事務〕高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就学支
援金の支給に関する事務；市町村民税所得割額が照会項目となっている。
〔独自利用事務〕県立学校等の授業料の減免；総所得額、控除額、市町村民税
均等割額及び市町村民税所得割額が必要

地方公共団体が定めるマイナン
バーの条例事務（独自利用事
務）が、情報提供ネットワークシ
ステムを使用して照会できる特
定個人情報は、準ずる法定事務
と同一の項目に限定されてい
る。
そのため、独自利用事務におい
て照会する情報について、現在
独自利用事務で添付を求めてい
る書類と、法定事務で求めてい
る書類が同じである場合（どちら
も所得・税額証明書の添付を求
めている場合等）は、当該書類
に記載されている必要な項目を
すべて照会できるように見直しを
求める。

幼保連携型認定こども園におい
て、３階以上の保育室は原則３
歳未満の園児の保育に供するも
のとされている規制を、３歳児以
上の園児についても可能となる
よう緩和すること。

【現状】
都市部においては、まとまった整備用地の確保は難しい中、園庭や保育室の基
準を十分に確保し、園を整備するためには、３階建て施設の検討も必要になっ
てくる。しかし、基準の第6条において、３階以上の階に設けられる保育室等は、
原則として満３歳未満の園児の保育に供するものでなければならないとされて
いる。
【支障事例】
①利便性の高い駅前のビルにおいて、4階の空きスペースに認定こども園を設
置しようとしても、3歳以上の園児のための保育室を設けることができない。
②本県のある市では、小学校跡地を利用して認定こども園の設置を検討してい
るが、保育室の設置が３階以上に認められるのは３歳児未満の子ども達だけで
あり、施設設計に苦慮している。そもそも、３階以上に保育室等を設置する際に
は、乳幼児の転落防止する設備の設置や耐火構造の屋外避難路等の設備が
必要なこと、また、災害や自然災害、予期しない事故等が発生した際、３歳以上
の園児は自力で移動できることから職員配置基準※を踏まえても、３歳で区分
する明確な理由はないと考える。※乳児2：1、１・2歳児6:1、3歳児20:1
また、職員等の中にも、３歳未満児の保育室を２階以上に設定することに大きな
抵抗があるとの声がある。

－

－　園庭のあり方について、重要な点は「子どもたちの身近な場所にあること」ではなく、「園庭に期
待されている機能が果たせているか」という点にあるものと考える。
　保育室等から園庭への移動について大きな支障がなく、また、子どもたちが伸び伸びと遊ぶこと
ができる環境が園庭に整っていれば、保育室等の上下１階の範囲内に必ずしも設置する必要は
ないと考えている。
　また、現行の基準では、遊戯室についても保育室と同様に、原則として3階以上に設置すること
が認められていないが、遊戯室は、異年齢の交流や発表会等に利用されていることを考えれば、
３階以上に設置することに大きな問題はないものと考える。

【全国市長会】
国民が混乱することのないよう配慮しつつ、提案
団体の提案の実現に向けて、検討すること。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、検討に当たっては、保育の質が確保されることを
前提とすること。
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219 「子ども・子育て支援
交付金補助要綱」の
対象経費の明確化

病児・病後児ファミリー･サポー
ト･センターの円滑な設立・運営
のため、「子ども・子育て支援交
付金」の対象経費を明確化し、
「感染症対策に要する経費」に
ついても対象になる旨明記する
こと。

病児・病後児ファミリー･サポート･センターの設立・運営については様々なニー
ズがあるが、特に慎重な対応を要する病児・病後児預かりを行うため感染症対
策の強化について市町村及びファミサポ運営者より強い要望が出されている。
また、「提供会員自身を通じて家族にうつることが心配」という提供会員の不安
感から、提供会員と依頼会員のマッチングを行いづらく、県内の病児・病後児
ファミリー・サポート・センターの事業展開が円滑に進まない状況にある。
病児・病後児ファミリー・サポート・センター事業を進めていくに当たっては、感染
症対策は特に重要である。一方、子ども・子育て支援交付金交付要綱の交付対
象の記載は「実施に必要な経費」と曖昧であり、感染症対策に関する経費につ
いて対象経費となるか読み取れないことから、提供会員・依頼会員双方の要望
に応える設立・運営に踏み切れず、「仕事と子育ての両立」を病児・病後児ファミ
リー・サポート・センター事業を通じて推進していきたい県としても、理解を得るこ
とに苦慮している。

　感染症対策の必要経費の例示については、予防接種費用も含め、可能な限り現場で有効活用
できる内容としていただきたい。

－ 【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討するこ
と。
なお、対象経費の明確化に限らず、病児・病後児ファミ
リー･サポート･センター運営上の感染症対策につい
て、指針を示されたい。

220 病後・病後児ファミ
リーサポートセンター
安定運営のための保
育士配置基準の緩和

重点事項13

病児保育事業（病児対応型、病
後児対応型）については、看護
師等を利用児童おおむね10人
につき１名以上、保育士を３人に
つき１名以上配置することとされ
ているが、保育士の配置基準を
緩和し、「看護師等を利用児童
おおむね10人につき１名以上、
専用の講習を受けたファミリー・
サポート・センター会員を利用児
童１人につき１名以上」の配置も
可能とすること。

地方においては、病児保育需要の絶対数が都市部より少なく、病児保育事業を
実施しようとしても、預かる病児が少数であることや、預からない時間帯が多く
発生することが想定される。また「潜在保育士」の言葉が示すように保育士の確
保が困難である状況が存在することから、保育士の配置を義務付けてしまうこ
とにより、病児保育施設での人材不足や固定人件費の負担が大きな課題とな
り、結果として施設のスムーズな運営や、新規設立を妨げてしまっている。
このような中、本県では平成27年７月に24市町村全てにファミリー・サポート・セ
ンターが設置され、同年11月には全市町村においてファミリー・サポート・セン
ター会員が国の基準を満たす50人以上の会員数となるなど、ファミリー・サポー
ト・センターを活用した子育て援助の体制整備が年々普及していることから、こ
れら会員の力を活用して、保育士確保の問題に悩む地方における病児保育事
業の普及を図ることができると考えている。

・現行の制度のもとでは、都市部と地方、また地方でも人口の多いところと少ないとこ
ろで子育て環境に大きな差があるなど、病児への対応の地域間格差が大きいのが現状で
ある。本県の提案は、柔軟な要件設定を行うことで地域の格差を解消できる、極めて有
効な手段であると考えている。
・保育の質の低下を懸念されているところであるが、本県の提案はファミサポ会員をマ
ンツーマンで配置することで、より「見守りの密度」を高めることとなり、かつ病児保
育施設で保育が行われるため、保育の質を確保することは十分可能と考えている。
　さらに、本県においては病児・病後児預かりについて、子育てについて経験豊富なベ
テランの会員に、独自の上乗せ講習（7.5時間）を行うこととしており、実質的な質の向
上に自ら努力していることをご考慮願いたい。

－ 【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、検討に当たっては、保育の質が確保される
ことを前提とすること。

196 奨学金事務にかかる
マイナンバーの利用
をする主体の拡大

重点事項23

日本育英会から事務移管された
奨学金事業を地方公共団体等
が出資して設立した公益財団法
人が実施する場合でも、マイナ
ンバーの独自利用を可能となる
よう、番号法別表第2　106項に、
「奨学金事業を移管された公益
財団法人等（当該奨学金事業の
実施のため地方公共団体等が
出資して設立したものに限る）」
を追加すること。（貸与申請、返
還免除、返還猶予に係る事務に
必要な、障害者関係情報、地方
税関係情報、生活保護関係情
報、住民票関係情報等を入手可
能な特定個人情報とすること。）

【現状】
平成17年度から日本育英会が実施していた奨学金事業が都道府県に順次移
管され、事業の実施方法等は都道府県等が決定できることとなった。兵庫県で
は、県が出資した公益財団法人兵庫県高等学校教育振興会に奨学資金事業
等を移管している。
【支障事例】
当該奨学金事業は、もともと独立行政法人日本学生支援機構の前身である日
本育英会が行っていたものであり、経済的な理由で就学が困難な者に対して、
奨学金を貸与するという目的や事業内容は、独立行政法人日本学生支援機構
が行う奨学金事業と同等である。
しかしながら、公益財団法人兵庫県高等学校教育振興会は、当該奨学金事務
等を執行する目的で県が出資しているにも関わらず、地方公共自治体ではない
ためマイナンバーを取り扱うことができず、添付書類の削減など申請者の負担
を軽減することができない。

　本県は、（公財）兵庫県高等学校教育振興会に事業を移管・委託しており、マイナン
バー情報の利用等ができない。
　そもそも、当該奨学金事務は（独法）日本学生支援機構（旧日本育英会）から都道府
県に移管された経緯を踏まえれば、当該機構がマイナンバー情報を利用できる一方で、
（公財）兵庫県高等学校教育振興会のような都道府県から奨学金事務を移管・委託され
た公益財団法人が利用できないのは法制上の不備である。そのため、本県は番号法別表
第１及び別表第２に当該事務及び公益財団法人を追加することを提案している。
　それが不可能な場合であっても、移管先等において、マイナンバー取扱規程を定め、
それに基づいて作業を行うこととし、個人番号を取り扱う者も地方公務員法上の身分を
有し同法上の守秘義務が課せられている場合は、実質的に県が実施する場合と同様であ
り、情報管理上の問題がないと考えられることから、マイナンバー法第９条第２項等に
ついて、事務の移管・委託をした場合でも移管先等で個人番号を利用した情報連携がで
きるよう法改正をお願いしたい。
　なお法改正にあたっては、公益財団法人をマイナンバー情報利用者に位置付ける必要
があるが、「高等学校の奨学金事務について地方公共団体から事務移管・委託を受けた
公益財団法人」と限定することで可能であると考える。

－ 【全国市長会】
行政機関ではない、公益財団法人や指定管理者に
まで利用主体を拡大することについては、リスク
検証等への留意が必要。

290 公営住宅管理業務に
おけるマイナンバーの
利用

重点事項23

公営住宅の管理業務において、
業務を指定管理者に委託してい
る場合、指定管理者がマイナン
バーに係る情報提供ネットワー
クシステムに接続された端末で
の情報照会が可能となるよう制
度改正を求める。

 公営住宅の管理事務において、マイナンバーを利用した特定個人情報の照会が平成
２９年７月から可能となる。大阪府では府営住宅の管理運営をすべて指定管理者に委
託しているが、現行制度の下では指定管理者が情報提供ネットワークシステムに接続
された端末を操作して情報照会等を行うことができない。
 現在、指定管理者が各種申請の受付業務を行っており、必要書類をチェックし、審査に
必要な書類をすべて整えた上で府に引き継ぎ、府がそれらの書類をもとに審査してい
る。
 マイナンバー制度を導入した場合、指定管理者が各種申請書類の受付業務を行うに
あたって、府の審査に必要な情報を取得することができないため、マイナンバーにより
照会可能な情報は未チェックのまま府に引き継がれることとなる。
 その後、府職員が端末で情報照会を行い、審査に必要な情報を取得することとなり、
制度導入前に比べて府職員の業務量が大幅に増え、事務処理に大きな支障が生じる。

 マイナンバー導入により、申請者の負担軽減が期待されることは望ましいことである
が、現行制度のままでは、指定管理者の事務軽減につながることはあっても、自治体の
負担が増加することは明白である。
 このままでは、マイナンバー制度導入効果の一つである「行政の事務の効率化」が達
成できず、住民サービスの向上や行政の効率化につなげるための「指定管理者制度」
の主旨にもそぐわない状況となる。

＜参考＞
主な事務の年間処理件数
・収入申告：約127,000件
・家賃減免：約30,000件
・入居決定：約5,000件
・同居承認：約2,000件
・地位承継：約2,000件

　指定管理者制度は、民間のノウハウを活用して公の施設を管理運営させるという地方
自治法に基づく制度で、現在、半数以上の都道府県において、公営住宅の管理運営事務
に指定管理者制度を導入しており、公営住宅の管理主体として今後も大きな期待を寄せ
られている。
　また、公営住宅の管理事務については、事務処理の件数が非常に多いといった特性が
あり、マイナンバー制度の導入効果が高いと考えているが、指定管理者が情報連携を利
用できない場合、自治体職員が情報連携によって必要な情報を照会する必要が生じるた
め、極めて非効率な業務運営となり、指定管理者制度導入の効果が半減してしまう。
　なお、指定管理者は、行政機関には該当しないものの、従来の民間委託とは性質が異
なり、地方公共団体の議会の指定議決を受けなければ施設の管理主体とはなりえないこ
とから、その主体は明確になっていると考える。

【八尾市】
　指定管理者はその主体が明確でないとのご回答ですが、地方自治法第244条の２第３項
の規定に基づき、指定管理者の指定手続き等に関する条例を定め、告示を行うなどの公
表する手段を講じることにより、その主体の明確性は担保されていると解されます。
　さらに、同条第６項の規定において、指定にあたっては議会の議決を経ることとなっ
ており、通常の外部委託契約とは異なり、行政から公の施設の管理権限を委任するに足
る資質を有する団体を指定するよう手続きが厳格に定められております。
　また、個人情報の取扱いについて必要な措置を講じる責務について、条例で定めると
ともに、個人情報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間で締結する協定に盛り
込む等の措置が行われていることを前提として、情報提供ネットワークシステムの利用
に関しては、個別IDの付与により指定管理者を特定すること等により、その適切さを担
保することができるものと考えます。
【愛媛県】
　指定管理者は、行政機関ではないものの、従来の民間委託とは異なり、地方公共団体
の議会の指定議決を受けなければ施設の管理主体とはなりえないことから、その主体は
明確になっている。また、既に指定管理者職員は、税情報など個人情報を取り扱ってお
り、情報セキュリティを確保するために必要なシステム対応を事前に実施し、各種関係
規程を指定管理者職員が遵守する等、セキュリティ対策に万全を期した上で、情報連携
が可能となるよう検討いただきたい。

【全国市長会】
行政機関ではない、公益財団法人や指定管理者に
まで利用主体を拡大することについては、リスク
検証等への留意が必要。
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299 マイナンバー制度に
おける管理代行者に
対する情報提供ネット
ワークシステム利用
環境の整備

重点事項23

マイナンバー制度において、情
報提供ネットワークシステム（Ｎ
ＷＳ）を使用するためには、中間
サーバー（ＳＶ）が必要となる。
中間ＳＶについて、地方公共団
体の首長部局、教育委員会向け
のソフトウェアは、総務省におい
て一括して開発されているが、
公営住宅の管理代行者向けの
ソフトウェアの開発は進められて
いない。
管理代行者に地方公共団体向
けの中間ＳＶを経由した、情報
提供ＮＷＳの利用を認めるよう
求めるもの。

【支障事例】
公営住宅の管理代行者が、単独でソフトウェア開発や中間ＳＶを保有する必要
があるが、技術や経費の面において、極めて困難である。

　公営住宅法第４７条により、入居者の決定、同居の承認、地位継承などの権限が管理
代行者に移っており、管理代行者の責任において、ワンストップで対応されている。
　マイナンバーの導入により管理代行者は、これらの事務において、審査に必要な情報
を、地方公共団体から提供を受けたうえで行う必要が生じる。
　入居者サービス向上や行政の効率化等の観点に立てば、管理代行者が情報連携を行う
ことができる環境を整備する必要があるが、管理代行者に設置主体となり費用負担を求
めることは、代行する期限が定められていることからも不合理であると考えており、自
治体中間サーバープラットフォームが利用出来るよう検討していただきたい。

－ 【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。

218 自主防災組織等への
円滑な「避難行動要
支援者名簿」の提供
のための見直し

地域の支援関係者に対して、平
常時においても本人同意や条例
の特別の定めを要さずに「避難
行動要支援者名簿」の提供が可
能となるよう、災害対策基本法
の見直しを行うこと。

発災時に避難支援を行うためには、平常時から対策が重要であるが、地域の
支援関係者への「避難行動要支援者名簿」の情報提供が十分に行われていな
い。本県内の市町村においては、名簿情報を外部提供する場合、本人同意を
得られた方のみ行っているが、全ての避難行動要支援者から、本人同意を得る
ことは極めて難しく、名簿の外部提供が進まない要因になっている。本人同意
の得られない方の名簿情報を外部提供できていないため、地域の支援関係者
との情報共有ができておらず、発災時に円滑かつ迅速な避難支援を行うことが
困難な状況にある。平常時においても、災害時においても、情報提供の必要性
は変わらないため、災害対策基本法を改正すべきである。

　要援護者支援対策、とりわけ個別計画の作成が喫緊の課題となっているが、本人の同
意を得ることが難しく、全国的に条例を制定している自治体が少ない中、その取組は進
んでいない。「避難行動要支援者」情報については住所や電話番号、避難支援を必要と
する事由等であり、個人情報保護に強く配慮する必要があることから、外部提供につい
て同意しない住民が多いのではないかと考えられたため、条例を制定している市町村で
あっても一切本人の同意を不要とする形ではなく、本人が同意しないとの申出がない限
り、名簿登載や外部提供をする形で規定しており、全ての要支援者の避難支援には繋
がっていないと聞いている。
　こうした状況において、市町村が防災活動を自ら推し進めていくためには、災害対策
の国の統一した取組として災害対策基本法に規定することで、取組の促進、効果的な活
用や迅速な支援活動が期待できると考えている。
　以上のことから、現行法上可能ではあるが、国の施策として、災害対策法への規定を
要望するもの。

－ 【全国市長会】
個人情報保護やプライバシー保護の点で留意が必
要。

232 広域連合が地方創生
推進交付金を申請し
た場合の取扱いの見
直し

地方創生推進交付金の申請に
あたり、関西広域連合について
も全国の都道府県と同様に、５
事業の申請を可能とするととも
に、広域連合が申請した場合に
関係地方公共団体が１事業ずつ
申請したものとするという取扱い
を行わないこと。

　地方創生推進交付金の申請手続きでは、広域連合が推進交付金の申請を
行った場合には、関係地方公共団体が広域連携事業を申請するのと同様、そ
れぞれが１事業ずつ申請したものとすることとされた。
　広域連合が処理する事務は、構成団体が処理権限を有する事務の一部を規
約により広域連合に移管し、広域連合がその権限と責任のもと処理するもので
あり、各地方公共団体が実施権限を有し、連携を図りながら実施する広域連携
事業とは、大きくその趣旨が異なることから、両者を同一視すべきではなく、関
西広域連合が交付金申請を行うことにより、構成関係府県市の申請枠に影響を
及ぼすことは、当該関係府県市に大きな支障を及ぼすことになる。

　貴府回答については、平成28年6月20日付け地方創生推進交付金に関するＱ＆Ａの改正
により承知しており、これまで関西広域連合が要望させていただいた内容に対して御配
慮いただけたと考えている。

－ －

法令及び事務処理要
領に定める通知カード
の券面事項の住所変
更追記事務の廃止

重点事項29

マイナンバー制度開始に伴い、通知カードとマイナンバーカードの券面変更事
項の追記事務が市区町村事務に追加された。
従来の住民異動事務に追加されたこの追記事務は、様々な要因により住民異
動が多い自治体では、作業の量・時間において大きな負担となり、住民異動の
多い時期は住民にとっても窓口での待ち時間増大の要因となっている。
繁忙期の１月～５月では、200～300件/１日を処理し、1件について世帯員4名で
あった場合、最大1,200枚の追記が必要となる。追記するのは、通知カード以外
にも住基カードや在留カードもあるため、追記事務は自治体の大きな負担となっ
ている。

252 住所変更による券面事項の追
記は不要に改正する。（事務処
理要領の改正）

本人確認の措置として通知カードの提示を受ける場合には、通知カードに記載された氏
名及び出生の年月日又は住所が記載されている書類の提示が必要とあるが、写真付の１
点確認で良い本人確認書類には、氏名・生年月日が記載されており、住所までの確認は
不要となる。
また、写真無の書類では、２点の提示であり、実際に提示される想定される書類には、
氏名・住所より氏名・生年月日の記載がされたものが主である。
よって、通知カード上の住所が真正である必要はなく、通知カードの住所変更の記載を
廃止することが必要である。
また、通知カードのみ住所変更がされていても、窓口業務の現状では、本人確認書類の
住所も変更されていない事例は多く、逆に本人確認書類の住所は変更してあるが、通知
カードは変更されていないというケースも多いことが見込まれる。
通知カードと本人確認書類の記載内容の確認は、上記で述べたとおり、氏名・生年月日
で十分であり、行政・民間窓口での氏名・住所による本人確認の措置が実施できないこ
とによる混乱をさけるためにも、氏名・住所での確認は実施しないことが望ましく通知
カードの住所変更の記載を廃止することが必要である。

【柏市】
　通知カードと本人確認書類の照合を行うに当たり，住所地の不整合については，地方公共団体の
窓口であれば，住基ネットでの住所履歴の確認により対応が可能である。
　顔写真の入っている運転免許証，パスポートを本人確認書類として使用する場合でも，パスポー
トは自身で住所の書換えが可能であることから，住所地の証明としては不適であり，運転免許証も
住所変更手続きを行っていなければ，通知カードに記載の住所地との不整合は起こりえてしまう。
その場合でも，氏名＋生年月日で照合することとなるため問題はない。
　住所地と異なり，生年月日は不変であり，本人確認の情報としては，より確実性の高い情報であ
ることから，照合の際は，氏名＋生年月日の組み合わせを最優先とすることで，殆どのケースは対
応が可能である（実際，番号法施行規則第１条第３項に示す本人確認書類（保険証，年金手帳等）
に加え，住民票や印鑑登録証等にも氏名，生年月日は記載されている。）
　総務省が懸念する，住基ネットが使用できない民間事業者においては，本人確認書類として使用
する書類について，相手方に対し，氏名＋生年月日の入っているものを優先して持参するよう求め
ることと合わせて，社内に同姓同名且つ生年月日まで合致する者が２人以上いないことが確認でき
れば，通知カードにおける住所地の不一致は不問とすることで，この問題は解決すると考える。
　これらの措置により，通知カードの追記の大半は不要となり，市民の待ち時間及び行政側の負担
の軽減が図られることは，双方にとって利益となるのではないか。
【新宿区】
　個人番号利用事務等実施者が本人確認の措置として通知カードの提示を受ける場合において、出
生の年月日の記載のある書類の提示を受ける場合は、通知カードの氏名及び出生の年月日により確
認を行うため、住所の確認は必要とされていない。
　このため、運転免許証、旅券、在留カード、各種保険証等の他、出生の年月日の記載のある書類
を有している大半の国民にとってみれば、住所変更の都度課されている通知カードの提示及び券面
記載事項の変更義務は無用ではないか。特に、外国人住民は出生の年月日の記載のある在留カード
等を有しているため、そのほぼ全てにおいて通知カードの住所は必要とされていないと考えるが如
何か。
　なお、出生の年月日の記載のない書類の提示を受けるケースに対応するためには、住所変更に係
る通知カードの券面記載事項の変更手続きを義務化せずとも、本人の希望により行えるよう取り扱
いを改めることにより対応が可能ではないか。
【練馬区】
　提案自治体である豊田市の他、30近くの自治体が共同提案に連なっていることからも、本事務が
多くの住民や自治体に負担になっていることは明らかである。住所等を変更するためには変更があ
る世帯全員の「通知カード」を窓口に持参し、自治体の職員が全員分のカードの住所等を追記する
必要がある。一方で「通知カード」の未交付率（当区は全世帯の約2.2％）も少なくなく、住所変更
の際に通知カードを持参しないものも約２～３割存在しているのが実態である。その対応（自治体
においては案内・電話対応、カードの再送・再作成などの費用・人員の負担、通知カードの未受領
や持参しなかった者の再来庁等に係る住民負担など）も住民と自治体の負担となっている。
　国の回答にある番号法の本人確認の措置は、不正を防止するために適切に行わらなければならな
いが、住民や自治体の負担を考えると「通知カード」の住所等に固執する必要はないのではない
か。また、個人番号を証するものとして「通知カード」はカードである必要はないのではないか。
現在の住所等が記載されていない「通知カード」が提示された場合は、別の書類などを提示するこ
とで確認するなど、住民と自治体の負担になならない方法を検討すべきではないか。例えば、住民
が住所等変更した場合は必要に応じて転入届出の際に自治体の統合端末で最新の住所・氏名・個人
番号が記載されている「個人番号通知」（A４判改ざん防止様式もしくはコンビニ交付で導入してい
る）を交付するなどの方法で十分ではないかと考える。よって、住民や自治体の負担が大きい「通
知カード」の住所変更追記を行わなくても、番号法の本人確認措置が適切に行えるよう法令等を整
備し、本提案のとおり「通知カード」の住所変更追記事務を廃止するよう望む。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討する
こと。
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全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見

243 広域連合への災害救
助法の特別基準決定
権限の付与

災害救助法に基づく救助に関
し、特別基準の設定に係る内閣
総理大臣の協議・同意を廃止す
るとともに、大規模広域災害時
における特別基準の決定権限
を、関西広域連合にも認めるこ
と。

【広域的な視点での救助の必要性判断】
　大規模広域災害発生時には、ある程度の地域的なバランスや、最低限の水
準維持が必要になる場合もあり得るため、国に代わり、地方自治体である関西
広域連合が調整し、決定することが地方分権の趣旨に合致し、かつ効果的であ
る。
【適用が想定される災害】
　南海トラフ地震等、複数の関西広域連合構成府県において災害救助法の適
用があった災害

  被災地のニーズが迅速に救助内容に反映され、また、広域的な災害における地域バラ
ンスを考慮した一定の救助内容が確保されるよう、制度設計を見直すべきであると考え
る。

－ 【全国知事会】
手挙げ方式による検討を求める。

244 地域主体の復興を実
現する制度的枠組み
の創設

「大規模災害からの復興に関す
る法律」（以下「大規模災害復興
法」という。）に定める国の復興
基本方針の策定にあたり、広域
連合を含む被災自治体の意見
を反映させる制度的枠組の創設
を求める。

【国主導の復興推進】
　　阪神・淡路大震災の際には、被災地主体の復興を国が最大限支援するしく
みが採用され、被災地の意向や実情を反映した復興対策が実現した。将来の
大規模災害における復興にあたっても、国主導の復興推進ではなく、地域主権
の理念のもと、地域主体の復興が実現できる制度的枠組が不可欠である。
しかしながら、東日本大震災を踏まえて制定された大規模災害復興法において
は、国が復興対策委員会の意見を聴いて復興基本方針を策定することとされ、
被災自治体は、復興対策委員会に委員として参加する可能性が示されている
のみである。
大規模災害復興法を改正し、被災都道府県知事、広域連合長による復興基本
方針に対する提案権限の創設、復興対策委員会への被災都道府県知事、広域
連合長の参加義務づけなどにより、被災地重視の枠組への転換が必要であ
る。

  貴府回答では、被災地・被災自治体の意向を反映させる仕組みとなっているというこ
とであれば、復興対策委員会の構成員として、「関係地方公共団体」に「被災自治体」
が含まれることが明確に理解できるよう、法令上明言すべきと考える。

－ 【全国知事会】
所管府省からの回答が「現行制度においても広域
連合を含む被災地方公共団体の意向を十分に反映
させることのできる仕組みとなっている」となっ
ているが、事実関係について、提案団体との間で
十分確認を行うべきである。

245 関西広域連合への復
興方針策定権限の付
与

関西広域連合への復興方針策
定の権限の付与を求める。

【関西広域連合による復興方針の策定】
　　大規模災害復興法では、被災都道府県が復興方針を策定する際に、他の
地方公共団体と関係がある事項を定めようとするときは、当該事項について、
あらかじめ、当該他の地方公共団体の長の意見を聴くこととされている。
　　関西のように、市街地が複数の府県にまたがって広く連たんしている地域が
南海トラフ地震や大規模な直下型地震に見舞われた場合、広域的に被害が発
生し、隣接府県の知事の意見交換では足らず、地域全体の長期的なあり方を
展望した広域調整が必要となる。
　　府県域を越える広域行政課題の解決を図る目的と、その能力を有する関西
広域連合に対し、関西全体を見据えて意見調整を行い、関西としての復興方針
を策定する権限を付与するべきである。

   南海トラフ地震等により広域的に被害が発生した場合、地域全体の長期的なあり方を
展望した広域調整が必要となるが、現行法上、広域にわたる府県間の調整が明記されて
いない。関西全体を見据えた復興の姿を迅速に示し、実現するためにも、広域調整機能
を有し府県域を越えた広域課題に取り組む関西広域連合が、関西全体の復興方針を策定
することに、十分意味があると考える。

－ 【全国知事会】
手挙げ方式による検討を求める。
なお、所管府省からの回答が「現行の体系によ
り、広域連合の区域内にある被災都道府県が策定
する都道府県復興方針に、広域連合を構成する各
県の意見を十分に反映させることは可能」となっ
ているが、事実関係について提案団体との間で十
分確認を行うべきである。

265 家庭的保育事業等に
おける食事提供の特
例に関する搬入施設
の緩和

重点事項12

家庭的保育事業等の食事の提
供の特例について、搬入施設の
制限を緩和し、現に幼稚園等へ
搬入を実施して園児の食の安全
性等が一定程度担保されている
と認められる民間事業者も利用
できるようにする。

搬入施設が、連携施設（認可保育所等）、同一法人または関連法人が運営する
小規模保育事業所等に限られていることから、次のような支障が生じている。
①　連携施設では給食搬入のノウハウがないため、給食及び搬入時に起きた
事故のリスク配分が難しいという意見があり、検討が進んでいない。
②　少人数の保育を行っている家庭的保育事業者や小規模保育事業者が自園
調理を行う場合、1日数時間のために調理員を雇用することが難しい上、献立に
関する栄養士の指示を確保する手段を探すなど、専ら保育従事者が経営する
事業者では、保育以外に行わなければならない事務負担が大きい。また、連携
施設から搬入する場合でも、調理したものを運搬する人材は、勤務時間が短く、
報酬も安価となるため、確保することが難しい。
③　主に自宅で保育を行っている家庭的保育事業者や保育人数が少ない事業
所では、自園調理により安全な給食が提供できる環境を整えることが困難であ
り、かつ、地域内に同一法人等が設けられず特例である外部搬入もできないた
め、認可への移行が阻害されている。認可外事業者のままでは、行政の指導等
が行き渡らないため、保育の質の向上には繋がらない。

○8/5実施のヒアリングでは、「食育」のために調理の姿を見る重要性も説明していたが、認可保育所においても食品
衛生上、調理室と保育室を厳密に分けており、調理中の様子だけでなく、食材や食べ方など様々な点で「食育」を実
践してきている。
離乳食など一人ひとりに合った食の提供については、業者との契約により、オーダーシート等による細かな指定も可
能だと考えている。
アレルギー対応等のため、きめ細やかに提供できる自園調理が必要であると主張しているが、家庭的保育事業等の
認可基準では、調理員に、栄養士や調理師免許などの要件はなく、かつ、調理について検査する体制は規定されて
いない。調理員を雇用した保育職員にとっては栄養等の専門的なチェックが難しい状況でもあることから、自園調理
が安全上、特段の注意が保たれるとは言い難い。その点、日常的に特定施設（園など）に給食を提供する事業者は、
組織的にチェック体制があり、かつ、事業者のある住所地の保健所に給食施設としての届け出を行って、保健所の
状況確認を受けている。（都では、保健所が、年２回栄養報告を提出させ、内容を確認後、状況に応じて現地指導を
行っている。）
厚生労働省が特例として認める外部搬入先についても、一部の小規模保育事業者を除き、給食提供事業者と同様
の届出が行われており、提案した民間事業者についても「きめ細かな対応や援助が可能な施設」に十分に該当する
と考える。

○多くの家庭的保育者が自宅で開業している現状において、ちょうど散歩で家を空ける時間に、家族以外の調理員
を一人家に残して昼食の準備をしなければならない点、家庭的保育事業実施場所での調理設備で、認可保育園と同
等の衛生管理や栄養管理を行うとすると、家庭的保育者の負担が著しく増大する点などから、自園調理を全ての家
庭的保育者が行えるわけではない。
そこで、連携施設からの搬入について考えると、特に多数の家庭的保育者がいる自治体においては、提供する対象
児童が少人数（３名から５名）かつ多数か所（最大５５か所）であるため、調理や運搬のコストが大きく、連携施設側の
職員の体制作りが困難であり、かつ各家庭的保育者と連携施設の設定も困難な調整が伴う。このような現状におい
て連携施設を設定することは、最大限の努力をしてもなお、きめ細やかな配慮をどこまで確保できるか疑問である。
安全性の確保・配慮とのことであるが、調理済み食品の搬送のノウハウのない連携施設と地域型保育事業者が、食
事の搬出入を行うことを考えると、最大限の努力をしてもなお、安全性の確保ができるかは疑問である。
この点において、一定の基準を満たした、実績のある専門の民間事業者と契約を締結したうえでの食事搬入を選択
肢に入れることは、栄養面や衛生面から、主旨に反しないと考える。
搬入施設について緩和が認められないのであれば、具体的な支障事例に挙げた人材の確保に、必要かつ十分な経
費を公定価格に盛り込むことが必要である。

【いわき市】
○本市における事例として、とある民間給食施設はＨ12から幼稚園専門の給食を調理・運搬して
おり、現在も市内14幼稚園等に年間約19万食を提供している。このような大量の食事の提供を行
う中においても、1,800人以上の子どもに対するアレルギー食の対応はもちろんであるほか、食
材、水等にも徹底した管理を行っており、きめ細やかな対応等による安全性の確保は十分に果た
せるものと評価できる。
○本市に限らず、このような実績のある民間給食施設であっても外部搬入先としては認められな
い現状では、調理室のない幼稚園内で小規模保育事業を実施する場合などに、（仮に当該民間
給食施設が幼稚園に隣接していたとしても）自園調理を行うために新たに人を雇う、あるいは調理
業務を委託して調理する、場合によっては新たに施設整備を行い調理室等を整備するといった準
備に係るコストや時間が嵩み、それがハードルとなって、結果的には待機児童の早期解消という
目的の達成も遅延する要因になると考える。
○食育に対する積極的な取り組みは重要であるものの、食育の重要性や安全性などの点におい
て、即、外部搬入先に民間給食施設が加わることができないと一律的に判断することは適切では
なく、「対応は困難」とする回答は妥当性を欠くものと思慮する。
○このため、どういった場合であれば外部搬入先として民間給食施設が設定できるのか（逆に設
定できない場合はどういった場合か）、基本的な全国統一の最低基準を国が示したうえ、地域の
実情に応じ各自治体が一定の裁量の下で判断できうる制度の構築を希望するものである。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
なお、検討に当たっては、アレルギー対応等、食の安
全が確保されることを前提とすること。

266 家庭的保育事業等の
連携施設に関する規
定の要件緩和

重点事項12

待機児童の生じている自治体に
おいて、家庭的保育事業等の連
携施設を確保しないことができ
る経過措置期間（平成３２年３月
３１日まで）を「当分の間」とす
る。

待機児童が生じている自治体では、５年間の経過措置や、その期間に適用され
る公定価格の減額について、次のような支障がある。
①　都市部で整備されている乳児から入所できる１００名以下の認可保育所で
は、新たに入所できる３歳児定員の枠が少なく、小規模保育事業等の卒園児を
受け入れることができない状態（いわゆる「３歳児の壁」の一つの要因）が生じて
いる。こうした自治体では、認可保育所等の整備が進まない中で、平成３２年３
月末までに小規模保育事業者等の責任で連携施設を設けることが困難であ
る。
②　新規参入した事業者は、地域での繋がりが弱く、既存の保育所等を連携施
設として確保することが難しい。平成３２年度に経過措置が終了することを念頭
に、連携施設が確保できないことを理由として参入を諦める事業者もいる状況
がある。
③　自治体によっては、連携施設を確保しないことができる期間について、公定
価格の減額分を自治体が費用を持ち出し、事業者の負担を軽減して参入しや
すい環境を整えているところもあるが、経過措置が終わった平成３２年４月以降
に、卒園児受入れの項目のみが達成できないことを理由に連携施設が非設定
であるとして事業認可を取り消さざるを得ないのは、継続的な保育の提供がで
きないだけでなく、保護者の理解も得ることができない。
④　保護者が連携施設ではない保育所等への入所を希望する場合も多く、その
場合は区が利用調整を行っている状況である。保育状況が継続されることが保
障されていれば、卒園児受入れのための連携施設を設ける必要性が乏しい。
子ども・子育て支援新制度の一つの柱として地域型保育事業（家庭的保育事業
など）を開始したが、待機児童が多い自治体では、連携施設の確保が反って事
業者の参入を阻害する要因となっている。

○待機児童数の増加により、さらなる整備が必要となっている。
新設の整備に要する期間（新築マンション内で開設の場合は確認申請から開設までは約３年）や住民反対
による対応期間等も考慮すると、３１年度末までに既存の保育園等を卒園児を受入れる施設として設定す
ることが難しい状況である。そのため、自治体が行っている「利用調整」の機能を使い、指数を加算するなど
により、継続的な保育を確保できると考えている。
３歳以降の保育所等への移行を進めるために、保育所や認定こども園だけでなく、幼稚園における長時間
預かり保育等の拡大が必要となると考えている。しかしながら一部の私立幼稚園では経営理念や、実施に
あたって必要な人員確保等の経営面で課題があり、３歳の保育確保が進まない状況である。２８年春に文
部科学省より私立幼稚園に対して、預かり保育の推進が通知されているが、定着までにはまだ一定の時間
を要すると考える。更なる後押し（補助）も必要である。
家庭的保育事業等の卒園児受入れについて、利用者（保護者）にあらかじめ３歳児以降の施設の利用調整
について十分な周知を図ることで、保育所等への移行は円滑に進むものと考えている。

○待機児童解消に即応する小規模保育事業所の整備は、今後一層進む一方で、連携先となる認可保育所
については、大幅な増設の計画はない。小規模保育事業所の２歳児の定員は、９人程度の施設が多いが、
９人の受け皿を１か所のみとの連携で確保するのは難しく、複数の連携施設を設定することになる。その結
果、他の小規模事業所や家庭的保育者等と重複しての設定となり、受け皿定員を上回る利用希望があった
場合は、やはり利用調整が必要となる。質の向上を利用者が実感するのは、連携園が設定されているとい
うことだけではなく、円滑に卒園後の利用ができた場合である。そのためには、受け皿定員枠を含む入園に
係る事務の再構築を行う必要があり、事業者との協議およびシステムの改修も含めて取り組まなくてはなら
ない。また、事業者間でも、連携協定等の締結に向けた協議や調整が必要である。いずれも、円滑な事業
所運営や待機児童解消に努めながら取り組むため、経過措置期間に全ての連携施設を設定するのは、時
間的にもマンパワー的にも非常に困難である。経過措置期間内に連携施設の設定ができないことで認可の
取り消しを行うのは、それまで事業所が向上させてきた質を失うとともに、待機児童解消の方向に逆行する
ことになるため、経過措置期間を当分の間延長することを要望する。

【横浜市】
横浜市でも、家庭的保育事業等の連携施設の設定については、区役所を中心に認可保育所や幼
稚園等へ働きかけ、積極的に進めているところだが、現時点で連携を締結できた施設は４割程度
に留まっている。既存認可保育所は、２歳と３歳の定員差が少なく、また定員外で受入を行ってい
る実態があることから、今後、家庭的保育事業等の卒園後の進級先を確保していくことは非常に
厳しい状況にあるため、各都市における連携先確保の実状を踏まえた判断を要望する。

【全国市長会】
提案団体の意見を十分に尊重されたい。
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276 放置自転車対策の対
象拡大

中心市街地の環境改善、放置
自転車対策として、道路運送車
両法に定める原付二種（50㏄超
125㏄以下）まで自治体が撤去・
保管できるよう「自転車の安全
利用の促進及び自転車等の駐
車対策の総合的推進に関する
法律」の改正を求める。

【提案の背景】
駅周辺の放置自転車対策として、本市では、自転車の安全利用の促進及び自
転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（以下「自転車法」という。）に基
づき条例を制定し、放置自転車の撤去・保管を行っているところである。自転車
法においては、道路交通法第2条第1項第10号に規定されている排気量50㏄ま
での原動機付自転車（以下、「原付」という。）及び同第11号の2に規定されてい
る自転車のみを法の対象としており、道路運送車両法に定める原付二種（排気
量50㏄超～125㏄以下）は、原付一種（排気量50㏄以下）との車体の大きさはそ
れほど変わらないにもかかわらず、地方公共団体では撤去することができず、
警察による駐車違反取り締まりに委ねるしかない。
【支障事例】
自動二輪車の放置（駐車違反）は、自転車及び原付の放置以上にまちの景観
を損ね、歩道の通行機能を阻害している場合が目立ってきている。自動二輪車
の放置を現認したときは、その都度警察に駐車違反取り締まりの依頼をする
が、対応が遅れることや対応しきれない場合がある。警察と共同してキャンペー
ンを行い、同時に自動二輪車の撤去活動をすることも年に一度か二度はある
が、その場しのぎにすぎず、根本的な解決にはなっていない。
【本市の実情】
本市の自転車駐車場の整備は進んでおり、近年の技術革新により、サイズが
原付一種とほぼ変わらなくなっている原付二種までは、撤去等も含めて現状と
相違なく対応が可能である。

　自転車及び原付一種（排気量50㏄未満）の無秩序な放置の増大等が、自転車法の制定
の背景であるが、近年の技術革新により、原付一種とほとんど変わらぬ車体サイズで原
付二種（排気量50㏄超125㏄未満）が製造されるようになったことから、原付二種におい
ても自転車法制定時と同じ状況が生じているため、それらを解消するための法的根拠の
構築を求めることが提案の趣旨である。この点について、国としての現状認識やその必
要性について見解を示されたい。
　現状、道路交通法第51条に基づく、違法駐車に対する措置は車両（自動車、原動機付
自転車、軽車両、トロリーバス）を対象としていることから、自転車法を根拠とした自
治体の条例に基づく原付一種の撤去と重なり合う部分がある。国の回答にあるように原
付二種（道交法上では「自動車」に分類される）の撤去を自治体の条例に独自に盛り込
むことが、条例制定権の中で可能であるのか否か警察庁を始め、国の見解を伺いたい。
　また、条例による撤去が可能であるのであれば、条例を根拠として自転車法の規定と
同様に「駅前広場等の良好な環境を確保し、その機能の低下を防止するため必要がある
と認める場合」に原付二種を撤去することが、道路交通法に抵触しないことを明確にす
るよう求める。
　事実、警察による取締りが十分に機能していない結果、歩道上に原付二種の放置が散
見される状況があることが問題なのであって、法改正や法制定が難しいのであれば、警
察による取締り及び自治体との連携を強化することによっても目的は達せられるため、
警察庁を通じ、警視庁・各道府県警に強く申し入れしてもらいたい。

－ 【全国市長会】
　提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討す
ること。
　なお、所管府からの回答が「条例を定めること
により対応可能」となっているが、事実関係につ
いて提案団体との間で十分確認を行うべきであ
る。

【全国市長会】
提案団体の提案の実現に向けて、十分に検討する
こと。

283 個人住民税の寄附金
税額控除対象ＮＰＯ
法人の条例による指
定方法の見直し

　国の認定においては、公示に
より随時に指定又は変更といっ
た対応をしていることから、県の
指定に際しても、認定と同様に
条例記載事項の簡素化などを
含め、手続きの見直しを行うこと
で、より機動的な制度とする。

　寄附をした場合に地方税控除対象となるNPO法人は、条例に法人の名称及
び主たる事務所までの明記を要しており、法人の移転や名称変更の都度条例
改正が必要となるなど、発生事由に対し、即時の対応が出来ていない。
　法人が申請後、審査会の審議を経て、議会での条例改正まで約半年間を費
やすこと等、手続きが煩雑なことから、実際に申請する法人は限られ、制度が、
より活発なNPO法人活動へ結びついていない。

　国の回答では現行どおりの運用を考えているようだが、本県では、ＮＰＯ法人の指定
にあたって、議会の議決を経た「地方税法第37条の2第1項第4号の規定により控除対象と
なる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等を定める条
例」に則り指定を行っており、また、指定の審査にあたっては外部有識者による審査会
に諮り、指定の是非について知事への答申を受けていることから、適正に運用されてい
ると考えている。
　現状では、法人の主たる事務所の住所変更さえも条例改正のために議会の議決を求め
なければならないが、議会は本来、政策的論議を行う場であり、住所変更などの形式的
な要件について判断を求めることはなじまないと考えることから、最低限これらについ
ては、改善を求める。

－
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